
 

 

令和５年度 第２回三重県地域医療対策協議会 事項書 

 
                   日時 令和５年９月11日（月） 
                      19時00分～ 
                      オンライン開催 

 
議 題 

 

１ 第８次医療計画における医師確保計画（第８次・前期）の素案について 

 

 

２ 第８次医療計画におけるへき地医療対策の素案について 

 

 

 

 

 

 

資料１－１ 第８次医療計画における医師確保計画（第８次（前期）医師確保計画）の 

策定について（素案） 

資料１－２ 第８次（前期）三重県医師確保計画（素案） 

資料２   第８次医療計画におけるへき地医療対策の素案について 

 
参考資料１ へき地医療対策の数値目標について 

参考資料２ 第７次医療計画（へき地医療対策） 
 参考資料３ 医師の働き方改革に係る準備状況等調査の結果について 



 

 

三重県地域医療対策協議会委員 

No 役職 委員名 出身団体等名称・役職 法令において掲げる者 地域 備考 

1 会長 伊藤 正明 三重大学 学長 

大学その他の 

医療従事者の 

養成に関係する機関 

－  

2 委員 竹田  寬 三重県病院協会 理事長 地域の医療関係団体 －  

3 委員 池田 智明 三重大学医学部附属病院 院長 特定機能病院 －  

4 委員 新保 秀人 三重県立総合医療センター 院長 
地域医療支援病院 

三泗  

5 委員 勝峰 康夫 三重県立志摩病院 院長 伊勢志摩  

6 委員 北村 哲也 鈴鹿中央総合病院 院長 

公的医療機関 

鈴亀  

7 委員 藤井 英太郎 名張市立病院 院長 伊賀  

8 委員 田端 正己 松阪中央総合病院 院長 松阪  

9 委員 幸治 隆文 尾鷲総合病院 院長 東紀州  

10 委員 加藤 弘幸 紀南病院 院長 東紀州  

11 委員 相田 直隆 いなべ総合病院 院長 

臨床研修病院 

桑員  

12 委員 金城 昌明 市立四日市病院 院長 三泗  

13 委員 清水 敦哉 済生会松阪総合病院 院長 松阪  

14 委員 楠田  司 伊勢赤十字病院 院長 伊勢志摩  

15 委員 武内  操 武内病院 院長 民間病院 津  

16 委員 二井  栄 三重県医師会 会長 診療に関する学識経験者の団体 －  

17 委員 堀  浩樹 三重大学 医学部長 
大学その他の 

医療従事者の 

養成に関係する機関 

－  

18 委員 成田 正明 三重大学医学部入試委員長 －  

19 委員 池田 智明 ＮＰＯ法人ＭＭＣ卒後臨床研修センター 理事長 － （再掲） 

20 委員 猪木  達 岡波総合病院 院長 社会医療法人 伊賀  

21 委員 下村  誠 三重中央医療センター 院長 独立行政法人国立病院機構 津  

22 委員 住田 安弘 四日市羽津医療センター 院長 独立行政法人地域医療機能推進機構 三泗  

23 委員 谷  眞澄 三重県看護協会 会長 地域の医療関係団体 －  

24 委員 中村 欣一郎 三重県市長会 
関係市町村                 

－ 鳥羽市長 

25 委員 大畑  覚 三重県町村会 － 御浜町長 

26 委員 秋山 則子 三重みなみ子どもネットワーク 理事長 
地域住民を代表する団体 

伊勢志摩  

27 委員 髙木 裕美子 伊賀の地域医療を守る会 会長 伊賀  

28 委員 小倉 康彦 三重県 医療保健部長 県 －  

 



 

 

三重県地域医療対策協議会運営要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３０条の２３の規定に基づき、三重県に

おける医師確保対策に関する事項について協議、調整を行う三重県地域医療対策協議会

（以下「協議会」という。）の運営に関し、必要な事項を定める。 

 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、次の各号に掲げる事項について協議、調整を行う。 

 （１）キャリア形成プログラム（医師不足地域に派遣される医師の能力開発及び向上を

図るための計画）に関すること 

 （２）医師の派遣に関すること 

（３）医師不足地域に派遣された医師のキャリア形成支援及び負担軽減の措置に関する

こと 

 （４）医師法の規定によりその権限が属せられた事項に関すること 

 （５）医師確保のために大学と県が連携して行う取組に関すること 

（６）その他医療計画において定める医師の確保を図るために必要なこと 

 

（組織） 

第３条 協議会は、医療法の規定に基づき次に掲げる者の管理者その他の関係者をもって

組織し、知事が任命する。 

 （１）医療機関 

 （２）医療関係団体 

 （３）大学その他医療従事者養成に関係する機関 

 （４）関係市町 

 （５）住民を代表する団体等 

 （６）その他知事が必要と認める者 

２ 委員の任期は２年とする。ただし、補欠の委員の任期は前任者の残任期間とする。 

３ 委員の再任は、これを妨げない。 

 

（会長） 

第４条 協議会に会長１名、副会長１名をそれぞれ置く。 

２ 会長は委員のうちから互選し、副会長は会長が指名する。 

３ 会長は会務を総理する。 

４ 副会長は会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 

  



（会議） 

第５条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数の時には、会長の決すると

ころによる。 

４ 会長は、必要があると認めるときは、協議会の会議に委員以外の者の出席を求め、そ

の意見を聴取することができる。 

 

（部会） 

第６条 協議会は、専門的な事項の調査や実務的な調整等のため、必要に応じて部会を置

くことができる。 

２ 部会を構成する委員は、会長が指名する。 

３ 部会には、部会長１名、副部会長１名を置く。 

４ 部会長は、部会の委員のうちから互選し、副部会長は部会長が指名する。 

５ 部会長は、部会の会務を総理する。 

６ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

７ 部会長は、必要があると認めるときは、部会に属する委員以外の者の出席を求め、そ

の意見を聴取することができる。 

８ 部会長は、部会が決定した事項について、その内容を協議会に報告または提案するも

のとする。 

 

（事務局） 

第７条 協議会の事務を処理するため、三重県医療保健部に協議会の事務局を置く。 

 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定

める。 

 

附 則  この要綱は平成３０年１２月２７日から施行する。 

附 則  この要綱は令和２年１２月１４日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

Web会議システムを利用した会議への出席について 

 

 

                       令 和 ２ 年 1 2 月 1 4 日 

                       三重県地域医療対策協議会                

 

 

１ 三重県地域医療対策協議会（以下、「協議会」という。）において、会長が必要と

認めるときは、委員（議事に関係のある臨時の出席者を含む。以下同じ。）は、Web会

議システム（映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をする

ことができるシステムをいう。以下同じ。）を利用して会議に出席することができ

る。  

 

２ Web会議システムによる出席は、三重県地域医療対策協議会運営要綱（平成30年12月2

7日）第５条に規定する出席に含めるものとする。Web会議システムの利用において、映

像を送受信できなくなった場合であっても、音声が即時に他の委員に伝わり、適時的確

な意見表明を委員相互で行うことができるときも同様とする。  

 

３ Web会議システムの利用において、映像のみならず音声が送受信できなくなった場合

には、当該Web会議システムを利用する委員は、音声が送受信できなくなった時刻から

退席したものとみなす。  

 

４ Web会議システムによる出席は、できる限り静寂な個室その他これに類する施設で行

わなければならない。  

 なお、会議が非公開で行われる場合は、会長が議事に関係があると認めた者以外の

者に視聴させてはならない。  

 

 



第８次医療計画における医師確保計画
（第８次（前期）医師確保計画）の策定について（素案）

令和５年度
第２回三重県地域医療対策協議会
令和５年９月11日

資料１－１

1

１．第８次（前期）医師確保計画（素案）について
２．医師少数スポットの設定について
３．地域医療構想区域ごとの医師偏在指標の算定について
４．目標医師数の設定について
５．課題



2

第１回 地域医療対策協議会における協議結果

検討案について

〇 第８次（前期）医師確保計画における医師少数スポットについても、現行の医師確保
計画と同様の基準により設定を行ってはどうか。

〇 医師確保計画の策定においては、二次医療圏を基本として、地域医療構想区域の状況
をふまえた施策を策定する必要があるため、県において地域医療構想区域ごとの医師
偏在指標の算定を行ってはどうか。

〇 本県は医師少数都道府県に該当し、医師少数区域も存在することから、医師不足を早期
に解消することが望ましいため、ガイドラインによらず、県が独自に目標医師数を設定
してはどうか。

令和５年度 第１回三重県地域医療対策協議会
（令和５年７月14日）資料1－3



第１回 地域医療対策協議会における協議結果

（委員）
○ 目標医師数の設定にあたり、診療科ごとの偏在の解消についても検討していくのか。
（事務局）
● 診療科偏在についても解決すべき問題と考えている。その前段階の対応として、まず
は医師の総数確保を図りたい。

（委員）
○ 三重県の場合、ほとんどの地域で、2035年までに医療需要が均衡する推計があり、
将来的に医師の供給が上回ることが予想される。現状の医師不足への対応はもちろん
必要だが、将来の課題についても検討していく必要がある。

○ 第１回 地域医療対策協議会おける委員等の意見（令和５年７月14日開催）

意 見

協議結果

本案については承認された。

3



第８次医療計画における医師確保計画
（第８次（前期）医師確保計画）の策定について（素案）

4

１．第８次（前期）医師確保計画（素案）について
２．医師少数スポットの設定について
３．地域医療構想区域ごとの医師偏在指標の算定について
４．目標医師数の設定について
５．課題



１．第８次（前期）医師確保計画（素案）
詳細は資料１－１を参照。

２．現行の医師確保計画（以下、「第７次医師確保計画」という）からの主な変更点

第１章 医師確保計画の基本的事項

５ 三重県医師確保計画（第７次医師確保計画）の評価と課題
⇒第７次医師確保計画に基づく令和２（2020）年度～令和５（2023）年度までの、医師の確保や医師の
偏在是正に係る取組内容の評価について記載。

第２章 三重県の医師確保の現状

１ 現状
⇒最新のデータに基づき表、グラフ等を更新。

第３章 医師確保計画の具体的事項

３ 医師少数区域、医師多数区域等
⇒医師偏在指標及び全国順位を更新、病院医師偏在指標及び診療所医師偏在指標を記載。

６ 目標医師数
⇒令和８（2026）年目標医師数を算定。（詳細は「３．地域医療構想区域ごとの医師偏在指標の算定について」参照）

７ 目標を達成するための施策
⇒下記の施策を追記。
（２）短期的な施策
イ キャリア形成プログラム

学生の期間を通じて地域医療に貢献するキャリアを描けるよう支援を行うため、キャリア形成卒前
支援プランを策定。

カ 専攻医の確保
・バディ・ホスピタル・システムを活用した都市部の病院から医師不足地域の病院への診療支援を進め、
医師不足地域の医療機関における医師確保を推進。

・総合診療医の専門医資格を取得するための専門研修プログラムの運用等により、県内の総合診療医の
確保・育成を推進。 5

第8次（前期）医師確保計画（素案）について



２．第７次医師確保計画（現行）からの主な変更点（続き）

ケ 県外医師等の確保（仮） ※取組内容は課内調整中
・県外の医学生や研修医が県内の研修病院等を見学する場合の費用等を助成するなど、県外の医学生や
研修医に対する支援を行う。

・県外から県内の医師不足地域の病院に赴任した医師に対して、赴任費用等を助成することにより、県内
への医師確保を図る。

・県外で勤務する三重県出身の医師の人脈を活用するなどにより、県内外医師への情報発信を図る。
・おいないねっとホームページを活用し、三重県の地域医療でリーダーシップを発揮している医師や先進
的な取組事例等を県内外に情報発信し、医学生、研修医、専攻医等に三重県の取組を紹介することで、
県外医師の呼び込みを図る。

（４）医師の働き方改革をふまえた医師確保対策と連携した勤務環境改善支援及び子育て支援
・子育て世代の医師に対する取組について、院内保育所の運営支援や就労環境の改善等、ニーズに応じた
取組を行うよう努める。また、介護を行う医師に対しても、同様の配慮や環境整備を促進する。

・子育て等の様々な理由で臨床業務を離れ、臨床業務への再就業に不安を抱える医師のための就労環境改善
等の取組を通じ、再就業を促進するよう努める。

８ 医学部における地域枠・地元出身者枠の設定・取組等
⇒三重大学医学部地域枠Ｂ入学者に対する診療科指定等の取組について追記。

９ 二次医療圏ごとの医師確保対策
10 地域医療構想区域ごとの医師確保対策

⇒最新のデータに基づき、グラフ等を更新。
⇒地域医療構想区域ごとの医師偏在指標（参考値）を算定。（詳細は「４．目標医師数の設定について」参照）

⇒厚労省の基準に基づく目標医師数を参考値として記載。

第４章 産科・小児科における医師確保計画

３ 相対的医師少数都道府県・相対的医師少数区域の設定
⇒産科、小児科における医師偏在指標及び全国順位等を更新。
※東紀州医療圏の小児科医師偏在指標について修正あり（厚労省の算定に誤りがあったため） 6

第8次（前期）医師確保計画（素案）について

新規
項目



第８次医療計画における医師確保計画
（第８次（前期）医師確保計画）の策定について（素案）

7

１．第８次（前期）医師確保計画（素案）について
２．医師少数スポットの設定について
３．地域医療構想区域ごとの医師偏在指標の算定について
４．目標医師数の設定について
５．課題



8

医師少数スポットの設定について

二次
医療圏 構想区域 設定区分 対象市町

北勢

桑員

医師少数スポット
(その他の地域)

いなべ市・東員町

三泗 菰野町

鈴亀 亀山市

中勢
伊賀

津

医師少数スポット
(地域枠Ｂ推薦地域)

津市（白山町、美杉町）

伊賀 伊賀市、名張市

南勢
志摩

松阪 松阪市（飯南町、飯高町）、
多気町、大台町、大紀町

伊勢
志摩 鳥羽市、志摩市、南伊勢町

東紀州 東紀州 医師少数区域 尾鷲市、熊野市、紀北町、
御浜町、紀宝町

第８次（前期）医師確保計画における医師少数スポット

１．三重大学医学部地域枠Ｂ推薦地域
地域枠Ｂ推薦入試における推薦地域は、三重県医師修学資金貸与制度において医師不足地域に指定しており、医師少数スポットの設定
においては、これらと整合を図る必要があるため、対象地域とする。

２．地域枠Ｂ推薦地域以外の地域
医師少数スポットは、地域枠を中心とした医師修学資金貸与者の派遣調整先となることから、若手医師のキャリア形成に配慮するため、
以下に該当する地域についても対象地域とする。

・人口10万人対医師数が東紀州医療圏と同等以下の地域
・専門研修プログラム研修施設かつ県医師修学資金返還免除施設がある地域



第８次医療計画における医師確保計画
（第８次（前期）医師確保計画）の策定について（素案）

9

１．第８次（前期）医師確保計画（素案）について
２．医師少数スポットの設定について
３．地域医療構想区域ごとの医師偏在指標の算定について
４．目標医師数の設定について
５．課題



地域医療構想区域における医師偏在指標の算定

○ 算定方法
県における地域医療構想区域ごとの医師偏在指標の算定にあたっては、医師偏在指標の算出式

（医師確保計画策定ガイドライン）に基づき算出する。

10

（※１） （※２）

医師偏在指標 ＝ 標準化医師数 ÷ ｛（人口÷10万） × 地域の標準化受療率比 ｝

（※１） 標準化医師数 ＝ 性年齢階級別医師数 ×
生年齢階級別
平均労働時間

÷
全医師の平均
労働時間

（※３）

（※２） 地域の標準化受療率比 ＝ 地域の期待受療率 ÷
全国の

期待受療率

（※４）

（※３） 地域の期待受療率 ＝
全国の性年齢階級別

調整受療率
×

地域の性年齢
階級別人口

÷ 地域の人口

（※５）

（※４）
全国の性年齢階級別

調整受療率
＝

無床診療所
医療医師需要度

×
全国の無床診療所

受療率
+ 全国の入院受療率

（※６）

（※５）
無床診療所

医療医師需要度
＝

マクロ需給推計に
おける外来医師需要

÷
全国の無床診療所

外来患者数
÷

マクロ需給推計に
おける入院医師需要

÷
全国の入院
患者数

（※６）
全国の無床診療所

外来患者数
＝ 全国の外来患者数 ×

初診・再診・在宅
医療算定回数
（無床診療所）

×
初診・再診・在宅
医療算定回数

（有床・無床診療所）

（参考）医師偏在指標の算出式 資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計（調査）」



（※４）
全国の性年齢階級別

調整受療率
＝

無床診療所
医療医師需要度

×
全国の無床診療所

受療率
×

無床診療所患者
流出入調整係数

＋ 全国の入院受療率 ×
入院患者流出入

調整係数

地域医療構想区域における医師偏在指標の算定

11資料：厚生労働省「医師確保計画策定ガイドライン」

○性年齢階級別調整受療率 (流出入反映 )

国の算定においては、患者の流出入に基づく増減を反映するため、（※４）全国の性年齢階級
別調整受療率について、下記のとおり修正を加えて計算を行っている。
「無床診療所患者流出入調整係数」及び「入院患者流出入調整係数」については、地域医療構想

区域ごとのデータがないため、患者の流出入について医師偏在指標に反映できない。

算定における問題点

※現行の計画策定時においても、同様に地域の患者流出入に係るデータを扱えなかったため、
地域医療構想区域ごとの医師偏在指標については、患者流出入を反映しない値を記載して
いる。（参考値）

地域の無床
診療所医療需要

= （Σ
全国の性・年齢階級別
無床診療所受療率

×
地域の性・年齢
階級別人口

） ×
無床診療所

医療医師需要度
×

地域の無床診療所患者
流出入調整係数

地域の入院
医療需要

= （Σ
全国の性・年齢
階級別入院受療率

×
地域の性・年齢
階級別人口

） ×
地域の入院患者
流出入調整係数

【流出入調整反映】



地域医療構想区域における医師偏在指標の算定結果

12

圏域区分 圏域名 医師偏在指標
標準化医師数

（人）

2021年1月1日
時点人口
(10万人）

標準化
受療率比

期待受療率
入院医療需要
（流出入調整係

数反映）

無床診療所
医療需要

（流出入調整係
数反映）

入院患者
流出入調整係数

無床診療所患者
流出入調整係数

全国 全国 255.6 323,700 1,266.54 1.00 1,609.14 1,358,375 679,673 1.000 1.000

都道府県 三重県 225.6 4,091 18.01 1.01 1,620.54 19,587 9,594 0.976 0.976

二次医療圏 北勢 210.4 1,627 8.47 0.91 1,468.83 8,184 4,253 0.971 0.969

二次医療圏 中勢伊賀 259.8 1,317 4.43 1.14 1,840.00 5,627 2,532 1.100 1.029

二次医療圏 南勢志摩 217.8 1,040 4.43 1.08 1,736.43 5,229 2,457 0.952 0.965

二次医療圏 東紀州 162.3 107 0.68 0.97 1,558.35 715 342 0.692 0.785

構想区域 桑員 183.8 388 2.19 0.96 1,552.23 2,243 1,153 － －

構想区域 三泗 228.1 809 3.79 0.94 1,505.05 3,752 1,955 － －

構想区域 鈴亀 186.2 429 2.49 0.93 1,492.74 2,432 1,279 － －

構想区域 津 376.1 1,080 2.76 1.04 1,674.58 3,110 1,513 － －

構想区域 伊賀 129.0 237 1.67 1.10 1,764.99 2,006 948 － －

構想区域 松阪 223.6 524 2.17 1.08 1,741.70 2,555 1,216 － －

構想区域 伊勢志摩 194.7 516 2.26 1.17 1,886.26 2,935 1,331 － －

構想区域 東紀州（※） 116.9 107 0.68 1.34 2,159.97 1,033 435 － －

○ 構想区域の医師偏在指標については、入院患者・無床診療所患者流出入調整係数を反映しない値となる
（「１．０００」で算定）。

（※）東紀州（構想区域）については二次医療圏と同じ値となるが、参考として患者流出入を反映しない値を
記載する。



第８次医療計画における医師確保計画
（第８次（前期）医師確保計画）の策定について（素案）
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１．第８次（前期）医師確保計画（素案）について
２．医師少数スポットの設定について
３．地域医療構想区域ごとの医師偏在指標の算定について
４．目標医師数の設定について
５．課題



目標医師数の設定方針

14

・厚生労働省の算定する目標医師数は、三重県の医師数の現状とは乖離がある
・前回の計画策定時と同様、三重県は医師少数都道府県に該当し、医師不足を早期に解消する
ことが必要である

上記の理由から、ガイドラインの方針によらず、県が独自に目標医師数を設定する

第８次（前期）三重県医師確保計画における目標医師数の設定方針

三重県においては、全ての二次医療圏で、計画開始時点（現行）の医師数が、厚労省が医師
偏在指標に基づき算定した目標医師数を上回っているため、医師確保計画策定ガイドラインの
基準によると、現状の医師数を目標医師数の設定上限数とする必要がある。

現状の R8（2026年）

医師数 現状の医師偏在指標を維持

(R2統計) する場合に必要な医師数

4,100 ＞ 3,891 3,837

1,618 ＞ 1,353 1,586

1,325 ＞ 843 1,220

1,049 ＞ 778 944

108 ＞ 99 90東紀州医療圏（区域）

南勢志摩医療圏

場合に必要な医師数

三重県

北勢医療圏

中勢伊賀医療圏

厚生労働省が定める目標医師数

R8（2026年）

下位1/3に達する

都道府県

二次医療圏

（参考）三重県における目標医師数の比較

県及び全ての二次医療圏において、
「計画開始時点の医師数」が目標医師
数より多数となっている

資料：厚生労働省
「医師偏在指標に係るデータ集」



県の目標医師数の設定（１）

○ 厚生労働省が医師偏在指標に基づき算定した目標医師数は、現状の医師数において目標を
達成しているため、本県としては、厚生労働省が示した令和18（2036）年における必要
医師数をふまえて目標医師数を設定する。

○ 本県は医師少数都道府県であり、医師少数区域も存在することから、医師不足は早期に
解消することが望ましいため、現行の医師確保計画の方針どおり、令和18（2036）年の
必要医師数（4,436人）の達成を５年前倒しし、令和13（2031）年までに達成することを
目指すこととする。

2010年 2012年 2014年 2016年 2018年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 ～ 2031年

平成22年 平成24年 平成26年 平成28年 平成30年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 ～ 令和13年

必要

医師数

(※)

3,525 3,631 3,783 3,924 4,001 4,100 4,168 4,436

1,349 1,387 1,445 1,522 1,563 1,618 1,635

桑員 304 317 338 343 369 389 372

三泗 667 688 715 755 762 800 806

鈴亀 378 382 392 424 432 429 457

1,125 1,176 1,250 1,286 1,298 1,325 1,347

津 923 946 1,010 1,035 1,058 1,083 1,073

伊賀 202 230 240 251 240 242 274

933 949 976 1,005 1,036 1,049 1,066

松阪 471 490 482 499 523 530 529

伊勢志摩 462 459 494 506 513 519 537

118 119 112 111 104 108 120

南勢
志摩

東紀州

医師数（実績）

三重県

北勢

中勢
伊賀

第7次計画（R2～R5） 第8次(前期)計画

（R6～R8）

第7次
計画の
目標
医師数

第8次
計画の
目標
医師数

15資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計（調査）」



県の目標医師数の設定（２）

・令和2（2020）年三重県医師数：4,100人

・令和18（2036）年必要医師数 ：4,436人
⇒令和13（2031）年に達成を5年前倒しする

16

資料：厚生労働省「令和2年度医師・歯科医師・薬剤師統計」、厚生労働省「必要医師数」

4,100人+｛（4,436人－4,100人）÷11年×６年｝ ＝ 4,283人

必要医師数（4,436人）の達成に必要な1年あたりの医師増加数
（令和2（2020）年～令和13（2031）年）（11年）

令和2（2020）年～令和8（2026）年（6年）間の医師増加数

県の目標医師数の算定



二次医療圏及び地域医療構想区域の目標医師数の設定（１）

○ 地域ごとの人口比に応じた増加数とすることで地域偏在の是正につながることから、二次
医療圏・構想区域ごとの目標医師数は、県全体の医師増加数を、各地域の人口比で案分する
ことにより算定する。

資料：三重県月別人口調査（令和2年10月1日現在）、厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計（調査）」

※県全体の医師増加数：
4,283人（令和8（2026）年目標医師数）－4,100人（現在（令和2（2020）年）医師数）＝ 183人

⇒令和2（2020）年人口比で案分し、令和8（2026）年目標医師数を算定（下表②）

目標医師数（事務局案）

割合 割合
医師数

①
割合

1,770,254 100% 575 100% 4,100 100% 183 183 0 4,283

833,025 47% 269 47% 1,618 39% 86 86 1 1,704

桑員 215,393 12% 85 15% 389 9% 22 27 -5 411

三泗 372,127 21% 133 23% 800 20% 39 42 -4 839

鈴亀 245,505 14% 51 9% 429 10% 25 16 9 454

439,690 25% 200 35% 1,325 32% 46 64 -18 1,371

津 274,537 16% 160 28% 1,083 26% 28 51 -23 1,111

伊賀 165,153 9% 40 7% 242 6% 17 13 4 259

432,318 24% 116 20% 1,049 26% 45 37 8 1,094

松阪 212,094 12% 59 10% 530 13% 22 19 3 552

伊勢志摩 220,224 12% 57 10% 519 13% 23 18 5 542

65,221 4% -10 -2% 108 3% 7 -3 10 115

現在 増加数（2020→2026）
令和8（2026）年
目標医師数(案）

①+②
令和2

（2020）
年人口

過去10年の
医師増加数

令和2（2020）年 令和2(2020)年
の人口で案分

②

過去10年の
医師の増加
数で案分

自然増
との差

東紀州

二次
医療圏

三重県

北勢

中勢
伊賀

南勢
志摩

地域医療
構想区域

17



第８次医療計画における医師確保計画
（第８次（前期）医師確保計画）の策定について（素案）
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１．第８次（前期）医師確保計画（素案）について
２．医師少数スポットの設定について
３．地域医療構想区域ごとの医師偏在指標の算定について
４．目標医師数の設定について
５．課題



○ 地域医療構想区域ごとの医師偏在指標について、県の算定においては、「無床診療所患者
流出入調整係数」及び「入院患者流出入調整係数」の構想区域ごとのデータを扱えないため、
地域の患者流出入を反映しない数字となる。

〇 地域医療構想区域ごとの医師偏在指標については、第７次医師確保計画（現行）と同様、
参考値として計画に記載してはどうか。対

応
案

課
題

19

第8次（前期）医師確保計画（素案）について
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第１章 医師確保計画の基本的事項 
 

１ 計画策定の趣旨 

○ 医師の確保については、これまで三重大学医学部における入学定員増・地域枠の設

定や、三重県医師修学資金貸与制度の運用をはじめとして、さまざまな医師確保対

策に取り組んできた結果、本県の医師の総数は増加傾向にあります。しかしながら、

人口10万人対医師数は全国平均を下回るなど、依然として医師不足の状況が続いて

います。 

○ そのような中、平成30（2018）年７月に「医療法及び医師法の一部を改正する法 

律」（以下、「改正法」という。）が成立し、都道府県において、都道府県間およ

び二次医療圏間の偏在是正による医師確保対策等を、医療計画の中に新たに「医師

確保計画」として令和元（2019）年度中に策定することとなりました。 

○ 改正法に基づき、全国ベースで都道府県ごとおよび二次医療圏ごとの医師の多寡を

統一的・客観的に比較・評価した「医師偏在指標」が厚生労働省において算定され、

これに基づき、都道府県が医師少数区域・医師多数区域等を設定し、医師確保の方

針、確保すべき目標医師数、目標医師数を達成するための施策、という一連の方策

を定め、医師少数区域等における医師の確保を行い偏在是正につなげていきます。 

○ 本県においても、地域ごとの医療提供体制の整備を図るため「医師確保計画策定ガ 

イドライン」（平成31年３月29日付け医政地発0329第３号、医政医発0329第６号） 

（以下、「ガイドライン」という。）に基づき、令和２（2020）年３月に「三重県

医師確保計画（第７次医師確保計画（令和２（2020）年度～令和５（2023）年度））」

を策定しますし、令和２（2020）年度から当該計画に基づき、医師の確保や医師の

偏在是正に係る取組を行っています。 

○ 医師確保計画においては、３年ごとに実施・達成を積み重ね、その結果、2036（令

和18）年までに医師偏在是正を達成することを長期的な目標としていることから、

「医師確保計画策定ガイドライン」（令和５年３月31日付け医政地発0331第４号、

医政医発0331第３号）（以下、「ガイドライン」という。）に基づき、「第８次（前

期）医師確保計画（令和６（2024）年度～令和８（2026）年度）」の策定を行いま

す。 

 

２ 医師確保計画の位置づけ 

○ 「三重県医師確保計画」は、医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 30 条の４の規

定に基づき、都道府県が定めることとされている医療計画の一部として策定する

ものです。 

○ 令和７（2025）年の地域医療構想の実現に向け、現在、各医療機関の具体的対応

方針が、将来の病床の必要量に見合ったものとなるよう議論が進められていると

ころですが、それぞれの地域において、どの程度医師確保を行うべきかについて

は、医療機関の統合・再編等の方針によっても左右されることから、医師確保計

画の策定にあたっては、地域医療構想調整会議等において議論された、医療機関

ごとの機能分化・連携の方針等をふまえ、地域における医療提供体制の向上に資

する形で地域医療構想との整合を図ります。 

○ 令和６（2024）年度から適用される労働基準法（昭和22年法律第49号）に基づく

診療に従事する医師に対する時間外労働規制については、令和６（2024）年度か

ら適用される予定です。医師の働き方改革と地域医療提供体制を両立させること
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が求められ、医師の労働時間の短縮のためには、個別の医療機関内での取組だけ

でなく、地域医療提供体制全体としても、医師の確保を行うことが重要です。こ

のため、「医師の働き方改革に関する検討会報告書」（平成31年３月28日 医師

の働き方改革に関する検討会）をふまえた医師確保対策を進めます、各医療機関

における医師の勤務環境の改善と、地域全体における医師確保対策を一体的に推

進します。 

 

３ 医師確保計画の全体像 

○ 厚生労働省が示す医師偏在指標の計算式・計算結果に基づき、都道府県において医 

師偏在指標を定め、この医師偏在指標に基づき、二次医療圏のうちから医師少数区

域・医師多数区域を設定します。また、必要に応じて、医師少数スポットを設定し

ます。 

○ 医師少数区域・医師多数区域の状況をふまえ、二次医療圏および構想区域ごとに

医師確保の方針について定めた上で、具体的な目標医師数を設定します。 

○ 目標医師数を達成するために必要な施策について、具体的に医師確保計画に盛り 

込みます。 

○ 都道府県ごとの医師偏在指標に基づいて、都道府県単位でも医師少数都道府県等 

を設定し、医師確保の方針、目標医師数および施策を定めることとします。 

○ また、医師全体の医師確保計画とあわせて、産科および小児科における医師確保

計画についても定めることとします。 

 

４ 計画の期間 

 令和２（2020）年度から医師確保計画に基づく偏在対策を開始し、３年ごと（最初

の計画は４年ごと）に医師確保計画の実施・達成を積み重ね、その結果、令和18

（2036）年までに医師偏在是正を達成することを医師確保計画の長期的な目標としま

す。 

 

５ 三重県医師確保計画（第７次医師確保計画）の評価と課題 

○ 三重県医師確保計画（第７次医師確保計画）に基づき、令和２（2020）年度から

令和５（2023）年度まで、医師の確保や医師の偏在是正に係る取組を行いまし

た。 

○ 三重県地域医療対策協議会において、三重県における医師確保の現状や課題につ

いて明確にするとともに、当該計画の評価を行いました。 

 

（１）短期的な施策 

ア 医師の派遣調整 

三重県地域医療対策協議会及び同医師派遣検討部会において、医師修学資金を貸与

した地域枠医師などの派遣先医療機関等について協議を行い、適切な派遣調整に努め

ました。 

 

イ キャリア形成プログラム 

三重県地域医療支援センターにおいて、若手医師が地域の医療機関をローテーショ

ンしながら専門医資格を取得できるキャリア形成プログラムを医師修学資金貸与者等

に利用してもらうよう働きかけを行いました。また、令和５年度からプログラムにお
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いて勤務することのできる医療機関に、保健所等の公衆衛生行政を所管する機関を追

加し、より対象者の希望に対応したプログラムとなるよう努めました。 

 

ウ 無料職業紹介事業 

県内医師求人情報サイト「おいないねっとみえ 医師バンク」を直営で実施し、県

内の医療機関に係る情報発信に努めました。 

 

エ 自治医科大学医師派遣 

義務年限内医師のほか、義務年限終了後も引き続き県職員として採用するキャリア

サポート制度活用医師を含めて、へき地等の医療機関へ自治医科大学卒業医師の配置

を行いました。 

 

オ 臨床研修医の確保 

初期研修医の確保や県内定着率改善を目的として、ＮＰＯ法人ＭＭＣ卒後臨床研 

修センターへの支援を行いました。 

県内で臨床研修を行う研修医は年々増加しており、令和５年度に研修を開始する臨

床研修医は過去最多（135名）となり、令和２年度以降の募集定員に対するマッチング

者の割合は８割以上となっています。 

 

カ 専攻医の確保 

三重県地域医療支援センターと連携して県内の専門研修プログラムについて情報発 

信を行い、専門医の確保に向けた環境整備を進めました。令和５年度の県内の専門研

修プログラムには、専攻医89名の登録がありました。 

 

キ 地域医療の担い手の育成 

地域医療の担い手の育成に向けて、平成21（2009）年４月、紀南病院内に三重県地 

域医療研修センター（ＭＥＴＣＨ）を設置し、医学生、研修医を対象に実践的な地域

医療研修機会の提供を行いました。同センターで行う臨床研修医の地域医療研修で

は、平成24（2012）年度から研修医を受け入れる医療機関の拡充（３医療機関の増

加）を行い、これまで県内外から受け入れた研修医の累計は、352名（令和４（2022）

年度末現在）となっています。 

 

ク 地域医療介護総合確保基金の活用 

三重県地域医療介護総合確保基金を活用して、若手医師の育成・確保に向けて勤務

医の負担軽減対策や臨床研修医の定着支援、総合診療医の育成拠点整備等の環境づく

り等に取り組みました。 

 

（２）長期的な施策 

ア 医学部における地域枠・地元出身者枠の設定 

三重大医学部において地域枠を設定し、県内で勤務を行う医師の確保を行いまし

た。 

・地域枠定員：35名（地域枠Ａ：25名、地域枠Ｂ：５名、地域医療枠：５名） 

（平成22（2010）年度～令和４（2022）年度末現在） 
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イ 三重県医師修学資金貸与制度 

医師修学資金貸与制度の運用により、令和４年度は、新たに41名に貸与を行い、令

和４年度までの貸与者累計は、860名となりました。また、県では、三重県地域医療支

援センターにおいて、医師修学資金貸与者等の若手医師の県内定着を図るとともに、

専門医取得のためのキャリア支援を行っています。 

 

ウ 医師の働き方改革をふまえた医師確保対策と連携した勤務環境改善支援 

・医師の働き方改革や勤務環境改善に取り組む医療機関に対して、労務管理・経営管

理に関するアドバイザーの派遣など専門的・総合的な支援を行うとともに、子育て医

師等への支援や女性が働きやすい医療機関認証制度等の取組により、医療従事者の離

職防止や定着促進を行いました。 

 

・女性医師の占める割合が高い産婦人科、小児科の医師確保につなげるため、子育て

医師等復帰支援事業を通じて、宿日直等免除等（５医療機関）の就労環境改善を支援

しました。また、子育て中の職員が安心して働き続けられるよう、病院内保育所への

運営支援（26施設）を行うほか、三重県医療勤務環境改善支援センターにおいて、勤

務環境改善に取り組む医療機関を支援しました。 

 

・「女性が働きやすい医療機関」認証制度を実施し、医療従事者が働きやすい環境づ

くりの促進を図りました。 

・認証医療機関：21医療機関（13病院、８診療所） 

（平成27（2012）～令和４（2022）年度） 
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（３）産科・小児科における医師確保計画の評価 

① 産科・小児科における医師の派遣調整等 

三重県地域医療対策協議会及び同医師派遣検討部会において、医師修学資金を貸与

した産科・小児科等の地域枠医師などの派遣先医療機関等について協議を行い、適切

な派遣調整に努めました。 

 

② 専攻医等の確保 

専門医制度について、産婦人科、小児科医等の専門医の確保に向けた環境整備を進

め、令和５年度の産婦人科専門研修プログラムに専攻医５名、また小児科専門研修プ

ログラムに専攻医２名の登録がありました。 

 

③ キャリア形成プログラム 

三重県地域医療支援センターにおいて、若手医師が地域の医療機関をローテーショ

ンしながら専門医資格を取得できるキャリア形成プログラム（産科・小児科を含む）

を医師修学資金貸与者等に利用してもらうよう働きかけを行いました。 

 

④ 三重県医師修学資金貸与制度 

医師修学資金貸与制度の運用により、令和４年度は、新たに41名に貸与を行い、令

和４年度までの貸与者累計は、860名となりました。また、県では、三重県地域医療

支援センターにおいて、医師修学資金貸与者等の若手医師の県内定着を図るとともに

小児科医等の専門医取得のためのキャリア支援を行っています。 

 

⑤ 地域医療介護総合確保基金の活用 

産科医等確保支援事業、新生児医療担当医確保支援事業、産科・小児科専門医確保

対策事業等の各事業に対し、地域医療介護総合確保基金を活用して支援を行い、産婦

人科医・小児科医等の専門医の育成・確保や、産科・小児科等の医療体制の支援等に

努めました。  
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第２章 三重県の医師確保の現状 

 

１ 現状 

○ 厚生労働省の医師･歯科医師･薬剤師調査（平成 28（2016）令和２（2020）年

12 月 31 日現在）によると、本県の人口 10 万人あたりの医師数は 217.0231.6

人で、全国平均の 240.1256.6 人に比べて 23.125.0 人少なく、特に病院勤務

医においては 134.8145.5 人と、全国平均の 159.4171.6 人より 24.626.1 人少

なく、依然として深刻な医師不足の状況にあります。（図表 2-1-1） 

 
図表 2-1-1 医師数の全国と県との比較（人口 10 万人あたりの医療施設従事医師数1） 

 

 
資料：厚生労働省「平成 28 令和２年 医師・歯科医師・薬剤師調査統計」 

 

○ 構想区域別に見ると、病院では、伊賀、東紀州、鈴亀、桑員区域の順に医師数が少

なくなっています。また、診療所では、津、松阪、伊勢志摩、東紀州区域以外は全

国平均を下回っています。（図表 2-1-2） 
 

図表 2-1-2 県内の人口 10 万人あたりの医療施設従事医師数 

 
 

資料：厚生労働省「平成 28 令和２年 医師・歯科医師・薬剤師調査統計」 

 

 

○ 診療科別に見ると内科、外科、産婦人科、小児科等、主な診療科においても全国

平均を下回っています。（図表 2-1-3） 
 

                                                   
1 病院および診療所に従事する医師の合計です。 
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図表 2-1-3 医師数の全国と県との比較（実人数と人口 10万人あたりの医療施設従事医師数） 

（単位:人） 

 実人数 診療科計 内科2 外科3 産婦人科4 小児科 麻酔科 

全 国 304,759 

323,700 

240.1 

256.6 
8589.7 18.118.0 10.410.8 13.314.3 7.28.1 

三重県 3,924(24) 

4,100(24) 

217(36) 

231.6(35) 

80.7(29) 

85.1(29) 

17.3(30) 

16.0(36) 

9.8(26) 

10.7(20) 

11.5(39) 

13.1(30) 

3.8(47) 

4.4(47) 

桑員 369389 157.5180.6 56.965.9 18.819.0 8.38.8 6.08.8 2.34.2 

三泗 762800 200.5215.0 72.877.7 14.113.7 9.89.4 10.612.4 4.05.9 

鈴亀 432429 172.0174.7 65.768.4 11.49.0 6.98.1 6.57.3 3.72.0 

津 1,0581,083 371.4394.5 122.0126.0 31.229.5 19.021.1 27.331.0 4.74.4 

伊賀 240242 149.4146.5 60.756.3 13.19.7 5.46.1 8.38.5 3.0 

松阪 523530 228.6249.9 83.893.8 16.014.1 7.89.0 8.28.0 6.96.6 

伊勢志摩 513519 218.4235.7 92.095.4 17.316.3 9.511.8 11.213.2 3.05.0 

東紀州 104108 158.0165.6 88.292.0 10.010.7 5.74.6 7.16.1 0.0 

 
 神経内科 皮膚科 精神科5 泌尿器科 胸部外科6 脳神経外科 整形外科 

全 国 3.94.6 7.27.8 13.013.8 5.66.1 4.04.2 5.8 16.817.9 

三重県 4.5(12) 

5.1(14) 

6.0(34) 

6.7(28) 

12.6(25) 

12.8(30) 

4.9(35) 

5.5(36) 

3.1(40) 

3.3(42) 

5.1(35) 

5.5(30) 

16.4(31) 

17.3(32) 

桑員 0.52.3 4.15.1 12.411.6 2.33.2 1.40.9 4.15.1 11.913.5 

三泗 4.04.6 5.35.6 12.211.8 5.05.4 2.4 4.04.8 14.116.1 

鈴亀 5.37.3 5.34.5 9.310.6 3.74.1 2.82.4 4.54.9 13.815.1 

津 9.78.0 12.214.2 25.824.4 7.58.4 6.57.6 9.09.1 25.524.8 

伊賀 1.21.8 3.6 7.79.1 4.8 1.8 3.03.6 17.317.6 

松阪 5.56.1 5.56.6 15.616.0 7.37.5 3.74.7 6.97.1 18.818.4 

伊勢志摩 4.75.4 5.66.8 2.23.6 4.35.4 3.03.6 3.94.1 14.716.8 

東紀州 0.0 2.83.1 11.412.3 1.43.1 1.40.0 4.33.1 12.812.3 

 
 

形成外科 眼科 耳鼻咽喉科 
リハビリテ 

ーション科 
放射線科 病理診断科 救急科 

全 国 2.02.4 10.410.8 7.37.6 2.02.3 5.25.6 1.51.7 2.63.1 

三重県 0.5(47) 

0.8(47) 

9.4(27) 

10.3(24) 

6.6(30) 

6.3(38) 

1.2(40) 

1.6(40) 

5.1(27) 

5.6(27) 

1.1(38) 

1.4(34) 

1.2(44) 

1.6(47) 

桑員 0.00.5 7.87.9 6.97.0 0.0 2.3 0.00.9 0.5 

三泗 1.31.1 10.110.2 6.45.4 1.10.8 2.73.5 0.31.1 1.11.9 

鈴亀 0.0 6.96.5 4.94.1 1.6 4.13.3 0.81.2 0.0 

津 0.41.8 13.618.2 11.512.4 3.95.5 14.717.1 3.63.3 4.7 

伊賀 0.0 6.56.1 3.63.0 0.0 3.01.2 0.0 0.00.6 

松阪 0.5 10.110.8 5.04.7 0.9 5.56.1 1.81.4 0.50.9 

伊勢志摩 0.91.4 9.510.4 7.86.8 0.40.9 3.95.4 0.91.4 1.31.8 

東紀州 0.0 7.19.2 2.83.1 0.03.1 0.0 0.0 0.0 

 ※（ ）内は全国順位        資料：厚生労働省「平成 28 令和２年 医師・歯科医師・薬剤師調査統計」 

 
  

                                                   
2 内科、呼吸器内科、循環器内科、消化器内科、腎臓内科、糖尿病内科、血液内科、アレルギー科、リウマチ科、 

感染症内科医師の合計です。  
3 外科、乳腺外科、気管食道外科、消化器外科、小児外科、肛門外科医師の合計です。 
4 産婦人科、産科、婦人科医師の合計です。 
5 精神科、心療内科の合計です。 
6 呼吸器外科、心臓血管外科の合計です。 
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○ 全国的に医師数は増加傾向にありますが、本県ではその伸び率が高く、過去 10 年

間の人口 10 万人あたり医師数の増加数は全国平均を上回っています。（図表 2-1-

4） 
 

 
図表 2-1-4 過去 10 年間の人口 10 万人あたり医療施設従事医師数の増加数（平成 18 年～28 年） 

 
資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査統計」 

 

 

○ 構想区域別では、過去 10 年間に鈴亀桑員区域の医師数が 7985 名（22.928.0％）増

加したほか、三泗区域が 129133 名（20.619.9％）、松阪区域が 84 名（20.2％）伊

賀区域が 40 名（19.8％）増加しました。一方で、東紀州区域は８10 名（6.78.5％）

減少となっています。なお、東紀州区域は人口も減少しているため、人口 10 万人

あたり医師数は微増となっています。（図表 2-1-5） 

 
図表 2-1-5 過去 10 年間の医療施設従事医師・人口 10万人あたりの医療施設従事医師の推移 

 
※津区域には三重大学を含みます。 

資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査統計」 

 

○ 病院勤務医は年々増加傾向にありますが、50 歳未満の病院勤務医が占める割合は

減少傾向にあります。（図表 2-1-6） 
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図表 2-1-6 県内の年代別病院勤務医師数（実数）の推移 

 
資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査統計」 

 

○ 近年、医師数に占める女性医師の割合が高まってきており、国家試験合格者に占め

る女性医師の割合は 30％を超えています。（図表 2-1-7） 

県内においても、50 歳未満の病院勤務医に占める女性医師の割合は増加傾向にあ

ります。（図表 2-1-8） 

 
図表 2-1-7 国家試験合格者に占める女性医師数および割合の推移 

 
資料：厚生労働省「医師国家試験 男女別合格者数等の推移」 

 

 
図表 2-1-8 県内の病院に勤務する医師数（50歳未満）および女性医師の割合の推移 

 
資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査統計」 
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○ 厚生労働省が実施したアンケート調査によると、出身都道府県の大学に進学し、そ

の後、出身都道府県で臨床研修*を行った場合には、臨床研修修了後に出身都道府

県で勤務する割合が 9092％と高くなっています。また、出身以外の都道府県の大

学に進学して出身都道府県で臨床研修を行った場合でも、臨床研修修了後に出身

都道府県で勤務する割合は 7976％と比較的高くなっています。（図表 2-1-9） 

 
図表 2-1-9 臨床研修修了後に出身都道府県に勤務する割合 

  
臨床研修修了後に勤務する都道府県 

Ａ県 Ａ県以外 

出身地 大学 臨床研修 人数 割合 人数 割合 

Ａ県 Ａ県 Ａ県 
2,776 

1,846 
9092% 304165 108% 

Ａ県 Ａ県 Ｂ県 321193 3634% 567372 6466% 

Ａ県 Ｂ県 Ａ県 
2,001 

1,173 
7976% 543372 2124% 

Ａ県 Ｂ県 Ｃ県 474293 910% 
4,578 

2,740 
9190% 

資料：厚生労働省「臨床研修修了者アンケート調査（平成 27・28 令和４年）」 

 

○ 三重大学医学部では、平成 18（2006）年度以降、段階的に定員の拡大（25 名増：

100 名→125 名）や地域枠 (30 名：地域枠Ａ*（25 名）･地域枠Ｂ* (５名)) および

地域医療枠*（５名）の設定等に取り組み、県内出身者数は入学者の４割を超えて

前後で推移しています。（図表 2-1-10～2-1-11） 

 
 

図表 2-1-10 三重大学医学部の定員および地域枠数の推移 

 
資料：三重県調査 
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図表 2-1-11 三重大学医学部入学者に占める県内出身者の割合 

 
資料：三重県調査 

 

○ 本県では、平成 16（2004）年度の臨床研修制度の導入にあわせて、三重県医師修

学資金貸与制度*を創設し、平成 20（2008）年度に貸与枠の拡大等の大幅な見直し

を行いました。その結果、貸与者の累計が 733860 名（令和２(2020）令和５(2023）

年１月末現在）となっており、臨床研修を修了し、県内医療機関で勤務を開始する

医師数は、今後、段階的に増加することが見込まれています。（図表 2-1-12） 
 

図表 2-1-12  医師修学資金貸与者のうち、義務勤務を開始する医師の延べ人数（見込） 

 
  ※令和元５年度以降、留年なく卒業後、直ちに医師免許を取得し、9 年間コースを選択すると仮定した結果で
す。 

資料：三重県調査 
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○ 平成 23（2011）年度から平成 25（2013）年度までの期間、緊急対策として実施した

三重県臨床研修医研修資金貸与制度*および三重県専門研修医研修資金貸与制度*を

活用し、これまでに臨床研修医 40 名、専門研修医７名が県内医療機関において義

務勤務を行っています。 

○ 県内で臨床研修を行う研修医は年々増加しつつありますが、募集定員に対するマ

ッチング*者の割合は７割程度となっています。県内の臨床研修病院*等が組織する

ＮＰＯ法人ＭＭＣ卒後臨床研修センター*では、平成 24（2012）年度から、県内の

全ての基幹型臨床研修病院（16 病院）が相互に研修協力病院となり研修医の選択

肢を広げるプログラム（ＭＭＣプログラム*）を導入し、さらなる研修医の確保に

努めています。（図表 2-1-13） 

○ 県内の医療機関において臨床研修を修了した医師が、引き続き県内医療機関にと

どまる割合は７割程度となっています。（図表 2-1-14） 

 

図表 2-1-13 臨床研修マッチング推移 

 
資料：医師臨床研修マッチング協議会調べ 

 
図表 2-1-14  臨床研修修了後の動向 

 
資料：ＮＰＯ法人ＭＭＣ卒後臨床研修センター調べ 
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○ 平成 30（2018）年度から実施された専門医制度＊では、県内の専門研修プログラムに

100 名前後の登録者があり、研修を行っています。(図表 2-1-15) 

 
図表 2-1-15  県内の専門研修プログラム登録者数 

  内科 小児科 皮膚科 精神科 外科 
整形 

外科 

産婦 

人科 
眼科 

耳鼻 

咽喉科 

泌尿 

器科 

2018 年度 40 5 2 3 7 4 5 7 3 4 

2019 年度 30 5 6 4 14 4 2 6 0 3 

2020 年度 31 9 1 1 13 7 11 7 2 6 

2021 年度 27 5 6 4 10 11 7 2 0 2 

2022 年度 29 2 2 1 13 6 5 4 4 6 

2023 年度 38 2 3 1 13 5 4 6 2 2 

  
脳神経

外科 

放射 

線科 
麻酔科 病理 

臨床

検査 
救急科 

形成

外科 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰ

ｼｮﾝ科 

総合 

診療 
県計 

2018 年度 5 6 6 1 0 1   0 3 102 

2019 年度 2 5 7 3 0 0   2 1 94 

2020 年度 1 3 4 1 2 1   0 2 102 

2021 年度 3 2 3 2 0 0   2 3 89 

2022 年度 3 4 5 4 0 1   2 0 91 

2023 年度 2 3 3 0 0 3   1 1 89 
資料：日本専門医機構ホームページ、三重県調査 

 

○ 医師無料職業紹介事業は、平成 22（2010）年 10 月の開設以来、90120 件の問い合わ

せがあり、そのうち 35 件が成約（常勤 18 件、非常勤 17 件。平成 31（2019）令和

5(2023)年３月末現在）しています。 

○ 自治医科大学卒業医師については、義務年限*内医師のほか、義務年限終了後も引き

続き県職員として採用するキャリアサポート制度*活用医師を含めて、令和元（2019）

令和 4（2022）年度にはへき地等の医療機関へ 1416 名配置しています。 

○ 都市部の医療機関から医師不足地域の医療機関に医師を派遣するバディ・ホスピタ

ル・システム*による診療支援や、大学、市町、県が連携した医師派遣を伴う寄附講

座の設置の取組も行っています。 

○ 平成 26（2014）年に成立した医療介護総合確保推進法に基づき設置された三重県地

域医療介護総合確保基金を活用して、若手医師の育成・確保に向けて勤務医の負担軽

減対策や臨床研修医の定着支援、総合診療医*の育成拠点整備等の環境づくり等に注

力し、取り組んでいます。 

○ 地域医療の担い手の育成に向けて、平成 21（2009）年４月、紀南病院内に三重県地

域医療研修センター（ＭＥＴＣＨ）*を設置し、医学生、研修医を対象に実践的な地

域医療研修の機会を提供しています。同センターで行う臨床研修医の地域医療研修

では、平成 24（2012）年度から研修医を受け入れる医療機関の拡充（３医療機関の

増加）を行い、これまで受け入れた研修医の累計は、268352 名（平成 30（2018）令

和４（2022）年度末現在）となっています。 

○ 平成 24（2012）年５月には、医師の地域偏在の解消に向け、県内の医療機関や医師

会、市町、三重大学等と連携して三重県地域医療支援センター*を設置しました。同

センターでは、複数の医療機関をローテーションしながら基本的な診療領域の専門

医資格を取得できるキャリア形成プログラム*を作成し、若手医師のキャリア形成支

援と医師不足病院における医師確保支援の取組を進めています。 
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○ 平成 26 年の医療法改正により平成 26（2014）年 10 月から各医療機関管理者は、医

療従事者の勤務環境の改善に努めなければならないとされました。本県では、平成 26

（2014）年８月にアドバイザー派遣などの総合的な支援を行う三重県医療勤務環境

改善支援センター*を全国で３番目に設置し、医療機関の勤務環境改善に向けた自主

的な取組が促進されるよう支援しています。 

○ 医療従事者には女性が多いことから、全国に先駆けて平成 27（2015）年度に「女性

が働きやすい医療機関」認証制度*を創設しました。これまでに 1521 医療機関（1013

病院、５8診療所）（平成 30（2018）令和４（2022）年度末現在）を認証し、働きや

すい環境づくりを促進しています。 

 

２ 課題 

○ 医師の不足と偏在の解消には、決定的な解決策がないことから、引き続き医師無料

職業紹介事業や勤務医負担軽減等の「医師不足の影響を当面緩和する取組」と、医

師修学資金貸与制度の運用や地域医療教育の推進等の「中長期的な視点に立った取

組」を組み合わせ、総合的に進めることが必要です。 

○ 医師修学資金の貸与者や三重大学医学部へ地域枠で入学した医師（以下、「地域枠

医師等」という。）が県内の医療機関で勤務するにあたって、キャリア形成につい

て不安を持つことなく専門医資格を取得できるよう、支援を行う必要があります。

また、一部の中核病院だけでなく、医師不足地域の病院でも勤務しつつ、一定期間

県外で先進医療等について経験できるような魅力ある仕組みづくりが必要です。 

○ 出身都道府県で臨床研修を行った場合に出身都道府県に定着する割合が高いこと

から、本県の出身者で県外大学の医学部を卒業した医師が安心して本県に戻り、臨

床研修を受けられるよう、支援を行う必要があります。 

○ 臨床研修医のマッチング率のさらなる向上やより多くの専攻医の確保などに向け

て、指導医の育成・確保等、関係医療機関の受入体制を充実していく必要がありま

す。 

○ 平成 30（2018）年度から実施された専門医制度によって、専攻医*が大都市圏など

県外の医療機関へ流出し、医師の地域偏在や診療科偏在が助長されないよう大学や

関係医療機関等と連携しながら、地域医療を確保するための対策を講じる必要があ

ります。 

○ 地域医療に従事する医師の確保に向けて、大学医学部の医師養成課程において、地

域医療への動機づけや卒前・卒後を通じた一貫したキャリア形成支援等、三重大学

医学部や市町、県が連携し、地域医療教育の充実を継続して進める必要があります。 

○ 義務教育課程や高校教育課程において、医師の業務や地域医療の必要性について理

解を深める機会を設けるなど、長期的な視点に立って地域医療に従事する医師を養

成していく取組についても検討していく必要があります。 

○ 医師数に占める女性医師の割合が高まっていますが、出産・育児・介護等により、

医療現場を離れる医師も多いことから、子育て支援など、働きやすく復帰しやすい

勤務環境を整備していくことが必要です。 

○ 医師の長時間労働が問題となっているなかで、働き方改革の推進により、夜勤・当

直等における実労働時間の減少が見込まれていることから、患者の診療機会を保障

するため、さらに医師を確保していく必要があります。 
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第３章 医師確保計画の具体的事項 

 

１ 区域単位 

 医師確保計画は、国のガイドラインでは二次医療圏単位で医療提供体制を確保する

ことを目的としていますが、計画策定にあたっては地域医療構想と整合を図ることが

必要です。 

 本県の地域医療構想では、本県が南北に長い地形を有し、一定の人口規模を持つ都

市がほぼ長軸方向に分散して存在することや、在宅医療など、より地域に密着した医

療のあり方にかかる議論が求められることから、二次医療圏をベースとした８つの構

想区域を設定しています。（図表 3-1-1） 

 このことをふまえ、本県の医師確保計画においては、二次医療圏を基本として、８

つの構想区域の状況をふまえた施策を策定します。 

 

 

図表 3-1-1 二次医療圏および構想区域 

 

  

二次医療圏 構想区域 構成市町 

北勢 

桑員 桑名市、いなべ市、木曽岬町、東員町 

三泗 四日市市、菰野町、朝日町、川越町 

鈴亀 鈴鹿市、亀山市 

中勢伊賀 

津 津市 

伊賀 名張市、伊賀市 

南勢志摩 

松阪 松阪市、多気町、明和町、大台町、大紀町 

伊勢志摩 伊勢市、鳥羽市、志摩市、玉城町、度会町、南伊勢町 

東紀州 東紀州 尾鷲市、熊野市、紀北町、御浜町、紀宝町 



16 

 

図表 3-1-2 三重県の二次医療圏・構想区域 
 

 
 

                         資料：三重県「第 7 次三重県医療計画」 
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２ 医師偏在指標 

（１）考え方 

 これまで、地域ごとの医師数の比較には人口10万人対医師数が一般的に用いられ

てきましたが、厚生労働省は全国ベースで医師の多寡を統一的・客観的に比較・評

価する指標として次の要素を考慮した医師偏在指標を設定しました。 

 

 ・ 医療需要（ニーズ）および人口・人口構成とその変化 

 ・ 患者の流出入等 

 ・ 医師の性別・年齢分布 

 ・ 医師偏在の種別（区域、診療科、入院／外来） 
  

（２）医師偏在指標の算出 

○ 医師偏在指標の算出式は、次のとおりです。 

 

 

図表 3-2-1 医師偏在指標の算出式 
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  資料：厚生労働省「医師確保計画策定ガイドライン」 

 

○ 医師偏在指標は、厚生労働省が、都道府県ごと、二次医療圏ごとに算出しますが、

本県の構想区域ごとの医師偏在指標は算出されないため、県において試算し、参考

値として提示することとします。 

○ 医師偏在指標は、エビデンスに基づき、これまでよりも医師の偏在の状況をより

適切に反映するものとして、医師偏在対策の推進において活用されるものです。 

しかし、医師偏在指標の算定にあたっては、一定の仮定が必要であり、入手でき

るデータの限界などにより指標の算定式に必ずしも全ての医師偏在の状況を表し

うる要素を盛り込めているものではありません。このため、医師の絶対的な充足

状況を示すものではなく、あくまでも相対的な偏在の状況を表すものです。 

○ また、医師偏在指標とあわせて、二次医療圏ごとの病院医師偏在指標及び診療所

医師偏在指標についても、厚生労働省が算出し、参考資料として提示されます

が、それらの指標についても医師偏在指標と同様、相対的な偏在の状況を表すも

のです。 
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３ 医師少数区域、医師多数区域等 

（１）医師少数区域・医師多数区域等の設定についての考え方 

○ 本県において、医師偏在の状況等に応じた実効的な医師確保対策を進めるため、医

師偏在指標を用いて医師少数区域および医師多数区域を設定し、これらの区域分類

に応じて具体的な医師確保対策を実施します。 

○ 医師少数区域および医師多数区域は二次医療圏単位における分類を指すものです

が、都道府県間の医師偏在の是正に向け、これらの区域に加えて、医師少数都道府

県および医師多数都道府県を厚生労働省が設定します。 

○ 医師偏在是正の進め方としては、医師確保計画の１計画期間（医師確保計画の見直

しまでの期間をいう。以下同じ。）ごとに、医師少数区域に属する二次医療圏また

は医師少数都道府県に属する都道府県がこれを脱することを目標に取り組むこと

を基本とします。 

 

（２）都道府県 

 都道府県においては、医師偏在指標の下位33.3％に該当する都道府県を医師少数 

都道府県、上位33.3％に該当する都道府県を医師多数都道府県として厚生労働省が 

設定します。 

 本県の医師偏在指標は211.2225.6（全国3334位）であり、下位33.3％に該当する

ため、医師少数都道府県に設定されます。 

 

（３）二次医療圏 

 二次医療圏においては、医師偏在指標の値が下位33.3％に該当する二次医療圏を 

医師少数区域、上位33.3％に該当する二次医療圏を医師多数区域として都道府県が 

設定します。（図表3-3-1） 

 二次医療圏の医師偏在指標は図表3-3-2のとおりであり、東紀州医療圏が

152.5162.3（252264位）であり、下位33.3％に該当するため、医師少数区域として

設定します。  

 また、中勢伊賀医療圏が252.1259.8（6067位）、南勢志摩医療圏が201.1217.8

（103111位）であり、上位33.3％に該当するため、医師多数区域として設定します。 

 

図表 3-3-1 医師少数区域・医師多数区域のイメージ 

 
                                資料：厚生労働省「医師需給分科会 第4次中間とりまとめ」 
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図表 3-3-2 医師偏在指標と医師少数区域・医師多数区域 

全国・都道府県 医師偏在指標 
医師多数

区域 

医師少数 

区域 

全国順位 

（47 都道府県） 

全 国 239.8255.6 － － － 

三重県 211.2225.6 － 〇 3334 

 

二次医療圏 構想区域 医師偏在指標 
医師多数 

区域 

医師少数 

区域 
全国順位 
（335医療圏） 

北勢 

桑員 

193.4210.4 － － 120131 三泗 

鈴亀 

中勢伊賀 
津 

252.1259.8 〇 － 6067 
伊賀 

南勢志摩 
松阪 

201.1217.8 〇 － 103111 
伊勢志摩 

東紀州 東紀州 152.5162.3 － 〇 252264 

 （参考）都道府県  ：1 位～ 16 位 医師多数都道府県、32 位～47 位 医師少数都道府県 

     二次医療圏：1位～112 位 医師多数区域、224 位～335 位 医師少数区域 
                     資料：厚生労働省「医師偏在指標に係るデータ集」 

 

図表 3-3-3 医師少数区域・医師多数区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                     資料：厚生労働省「医師偏在指標に係るデータ集」 

  

        

医師多数区域      

（中勢伊賀医療圏） 

医師少数区域    
（東紀州医療圏） 

医師多数区域      

（南勢志摩医療圏） 
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図表 3-3-4 二次医療圏ごとの病院医師偏在指標及び診療所医師偏在指標 

 

二次医療圏 構想区域 
医師偏在指標 

全国順位 
（335医療圏） 

病院 診療所 病院 診療所 

北勢 

桑員 

130.7 79.5 174 75 三泗 

鈴亀 

中勢伊賀 
津 

174.3 84.8 76 56 
伊賀 

南勢志摩 
松阪 

136.3 81.8 152 70 
伊勢志摩 

東紀州 東紀州 88.7 74.4 310 108 

資料：厚生労働省「医師偏在指標に係るデータ集」  
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４ 医師少数スポット 

（１）医師少数スポット設定の考え方 

医師確保計画は、二次医療圏ごとに設定された医師少数区域の医師の確保を重点的

に推進するものですが、実際の医師偏在対策の実施にあたっては、地域の医療ニーズ

に応じたよりきめ細かな対策が必要です。このため、二次医療圏よりも小さい地域で

の施策を検討するため、局所的に医師が少ない地域を「医師少数スポット」として定

め、医師少数区域に準じて取り扱うこととします。 

医師少数スポットは、医師派遣調整の対象地域となることから、三重県医師修学資

金貸与制度や、三重大学医学部における地域枠Ｂ推薦地域との整合を図る必要がある

ため、これらをふまえ対象地域を設定します。（図表3-4-1） 

 

図表 3-4-1 地域枠Ｂ推薦地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   （※）地域枠Ｂ推薦地域は、三重県医師修学資金貸与制度における医師不足地域と同じです。 

 

（２）医師少数スポット 

  ア 三重大学医学部地域枠Ｂ推薦地域 

○ 三重大学医学部の地域枠Ｂ推薦入試における推薦地域は、三重県医師修学資金

貸与制度において医師不足地域に指定しており、医師少数スポットの設定にお

いては、これらと整合を図る必要があるため、対象地域とします。（図表3-4-

2） 

○ 地域枠Ｂ推薦地域の推薦病院（図表3-4-1）のうち、県立一志病院、厚生連松

阪中央総合病院、済生会松阪総合病院、松阪市民病院は、推薦地域外に病院が

所在していますが、このうち、県立一志病院が所在する津市白山町は、推薦地

域の津市美杉町とあわせ人口10万人対医師が少ない状況にあること等から、医

師少数スポットの対象地域に含めることとします。（図表3-4-2） 

 

    図表 3-4-2 医師少数スポット（地域枠Ｂ推薦地域） 

二次医療圏 構想区域 対象市町 

中勢伊賀 
津 津市（白山町、美杉町） 

伊賀 伊賀市、名張市 

南勢志摩 
松阪 松阪市（飯南町、飯高町）、多気町、大台町、大紀町 

伊勢志摩 鳥羽市、志摩市、南伊勢町 

地域枠Ｂ推薦地域（※） 地域枠Ｂ推薦病院 

津市（美杉町） 県立一志病院 

名張市 名張市立病院 

伊賀市 
岡波総合病院 

上野総合市民病院 

松阪市（飯南町、飯高町）、 

多気町、大台町、大紀町 

厚生連松阪中央総合病院 

済生会松阪総合病院 

松阪市民病院 

鳥羽市、志摩市、南伊勢町 県立志摩病院 

尾鷲市、紀北町 尾鷲総合病院 

熊野市、御浜町、紀宝町 紀南病院 



23 

 

○ 東紀州地域は医師少数区域に設定するため、医師少数スポットの設定は行いま

せん。 

      対象市町：尾鷲市、熊野市、紀北町、御浜町、紀宝町 

 

イ 地域枠Ｂ推薦地域以外の地域 

○ 医師偏在指標に基づき医師少数区域として設定する東紀州医療圏の人口 10

万人対医師数 154.2162.3（平成 30（2018）令和２（2020）年 12 月 31 日現

在）を一つの基準とすると、人口 10 万人以上の市町については本基準を上

回っていることから、人口 10 万人未満の市町を対象として検討を行いま

す。 

 なお、医師少数スポットは、地域枠を中心とした医師修学資金貸与者の派

遣調整先となることから、若手医師のキャリア形成に配慮するため、次の条

件により検討を行いました。 

 

 

 

 

 その結果、いなべ市、東員町、菰野町、亀山市が検討対象となり、これらの

地域は、平成30令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計においても医師数が減少

傾向にあること等を勘案し、医師少数スポットに設定します。（図表3-4-3） 

 

図表 3-4-3 医師少数スポット（その他の地域） 

二次医療圏 構想区域 対象市町 

北勢 

桑員 いなべ市・東員町 

三泗 菰野町 

鈴亀 亀山市 

 

（３）医師の派遣調整の優先順位について 

  〇 地域枠医師等の派遣調整にあたっては、医療法およびガイドラインに基づき 

    設定される医師少数区域の対策が最重要となるため、優先順位については、 

    東紀州医療圏への医師派遣を最優先とし、次いで現在の医師不足地域の医師

少数スポット（地域枠Ｂ推薦地域）を優先するものとします。 

      〇 北勢医療圏の医師少数スポット（その他の地域）については、上記の地域と 

比較して交通アクセスなど地理的要件を考慮すると、優先順位を医師少数ス

ポット（地域枠Ｂ推薦地域）の次に位置付けるものとします。（図表 3-4-4） 

      〇 医師の派遣調整の状況については、地域医療対策協議会および同医師派遣検 

     討部会において毎年度検証を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

・人口10万人対医師数が東紀州医療圏と同等以下の地域 

・専門研修プログラム研修施設かつ県医師修学資金返還免除施設がある 

 地域 
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図表 3-4-4 医師の派遣調整の優先順位 
二次 

医療圏 
構想区域 設定区分 対象市町 

派遣調整の 

優先区分 

北勢 

桑員 
医師少数スポット 

(その他地域) 

いなべ市・東員町 

－ 三泗 菰野町 

鈴亀 亀山市 

中勢伊賀 
津 

医師少数スポット 

(地域枠Ｂ推薦地域) 

津市（白山町、美杉町） 

東紀州に 

次いで優先

する 

伊賀 伊賀市、名張市 

南勢志摩 

松阪 
松阪市（飯南町、飯高町）、 

多気町、大台町、大紀町 

伊勢 

志摩 
鳥羽市、志摩市、南伊勢町 

東紀州 東紀州 医師少数区域 
尾鷲市、熊野市、紀北町、 

御浜町、紀宝町 

最優先 

とする 

 

５ 医師の確保の方針 

（１）方針の考え方 

県は医師偏在指標に基づき二次医療圏のうちから医師少数区域・医師多数区域を

設定し、それぞれの区域について目標医師数を設定します。さらに、各地域の状況

に応じて医師確保の方針を定めます。 

○ 医師確保の方針についての基本的な考え方は次のとおりです。 

・ 医師少数都道府県および医師少数区域については、医師の増加を医師確保の方針

の基本とします。 

・ 偏在是正の観点から、医師の少ない地域は、医師の多い地域から医師の確保を図

ることが望ましく、医師の多寡の状況をふまえ、構想区域ごとに医師確保の方針

を定めます。 

○ 現在時点と将来時点のそれぞれにおける医師確保の方針は、次のとおりとします。 

・ 現在時点の医師の不足に対しては、短期的な施策による対応を行うこととしま

す。 

・ 将来時点の医師の不足に対しては、短期的な施策と長期的な施策を組み合わせ

て対応することとします。 

○ これらの基本的な考え方に沿って、次のとおり医師確保の方針を定めることとしま

す。 

 

（２）現在時点の医師確保の方針 

  ア 都道府県 

 本県においては、医師少数都道府県に設定されることから、県内の医師の増加を図

ることを医師確保の基本方針とします。 

  イ 二次医療圏 

○ 基本的な医師確保の方針は次のとおりとします。 

・ 医師少数区域については、医師の増加を図ることを医師確保の基本方針とし、

医師少数区域以外の二次医療圏からの医師の確保を行います。 

・ 医師多数区域は、医師少数区域および医師少数スポットへの医師派遣を行
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うことを検討していきます。なお、医師多数区域であっても診療科の偏在等

が存在することに鑑み、地域偏在以外のさまざまな課題に対しては、適切な

医療提供体制の構築を図ります。 

・ 医師少数でも多数でもない二次医療圏は、これまでの対策を維持しつつ、医

師少数区域および医師少数スポットへの医師派遣を検討します。 

  ウ 地域医療構想区域 

二次医療圏の方針を基本としつつ、区域の状況に応じて方針を定めます。 

  エ 医師少数スポット 

医師少数スポットについては、医師多数区域等からの医師確保を行い、医師数 

の増加を図ることを基本方針とします。 

 

（３）将来時点の医師確保の方針 

○ 将来時点の医師確保の方針を定めるにあたって、その根拠として必要となる将

来時点において確保が必要な医師数を、国のガイドラインにおいて、必要医師

数として定義されています。 

○ 必要医師数の具体的な算出方法は、マクロ需給推計に基づき、将来時点（令和

18（2036）年）において全国の医師数が全国の医師需要に一致する場合の医師

偏在指標の値（全国値）を算出し、厚生労働省において、医療圏ごとに、医師

偏在指標がこの全国値と等しい値になる医師数を必要医師数として示されます。 

○ 将来時点の医師確保の方針については、大学医学部に対する地域枠・地元出身

者枠の増員の要請等が考えられますが、今後、厚生労働省が算定する必要医師

数に基づき方針を検討していきます。 

 

６ 目標医師数 

（１） 考え方 

○ ３年間（令和２６（20202024）年度から開始される医師確保計画については４

年間令和８年度）の計画期間中に医師少数区域および医師少数都道府県が計画

期間開始時の下位 33.3％の基準を脱する（すなわち、その基準に達する）ため

に要する具体的な医師の数を、目標医師数として設定します。（図表 3-6-1） 

○ 目標医師数は、計画期間終了時点において、各医療圏で確保しておくべき医師

の総数を表すものであり、当該医療圏の計画終了時点の医師偏在指標が計画開

始時点の下位 33.3％に相当する医師偏在指標に達するために必要な医師の総数

と定義されています。したがって、医師確保対策により追加で確保が必要な医

師数は、目標医師数と現在の医師数との差分として表されることとなります。 

 ア 都道府県 

○ 医師少数都道府県の目標医師数は、計画期間終了時の医師偏在指標が、計画期

間開始時の全都道府県の医師偏在指標について下位 33.3％に相当する医師偏

在指標に達するために必要な医師の総数と定義されています。 

 イ 二次医療圏  

○ 医師少数区域の目標医師数は、計画期間終了時の医師偏在指標の値が、計画期

間開始時の全二次医療圏の医師偏在指標について下位 33.3％に相当する医師

偏在指標に達するために必要な医師の総数と定義されています。ただし、計画

期間開始時に既に下位 33.3 ％に相当する医師偏在指標に達するために必要な

医師数を達成している場合は、原則として、目標医師数は計画開始時の医師数

を設定上限数とすることとしています。 
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○ 医師少数区域以外の二次医療圏における目標医師数については、上記の算出式

関わらず、都道府県において独自に設定します原則として、目標医師数は計画

開始時の医師数を設定上限数とすることとしています。ただし、今後の医療需

要の増加が見込まれる地域では、厚生労働省が参考として提示する「計画終了

時に計画開始時の医師偏在指標を維持するための医師数」を踏まえ、その数を

設定上限数とすることとしています。 

 

 

図表 3-6-1 目標医師数のイメージ 

 
                  資料：厚生労働省「第 23 回医師需給分科会」（一部修正） 

 

（２）目標医師数の設定 

 厚生労働省が医師偏在指標に基づき算定した目標医師数は、現状の医師数におい

て目標を達成しています。このため、本県としては、厚生労働省が示した令和 18

（2036）年における必要医師数をふまえ、次のとおり目標医師数を設定します。  

（図表 3-6-2） 

 ア 県の目標医師数 

県の目標医師数については、令和 18（2036）年の必要医師数をふまえ設定し

ます。ただし、本県は医師少数都道府県であり、医師少数区域も存在するこ

とから、医師不足は早期に解消することが望ましいため、令和 18（2036）年

の必要医師数（4,436 人）の達成を５年前倒しし、令和 13（2031）年までに

達成することをめざします。 

 
               

 

 

 

 

 

                   
※1平成 30 令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計 

             ※２平成 30令和２（20182020）年～令和 13（2031）年までの 1311 年間 

（下位 33.3％） 

医師少数区域の基準値 

 
（上位 33.3％） 

〇県の目標医師数 

 

 〔20182020 年※1〕 〔2036 年〕 〔20182020 年※1〕         

〔20232026 年〕 

  4,0014,100 人＋｛（4,436 人 － 4,0014,100 人）÷1311 年※2×56 年｝

＝ 4,1684,283 人 
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 イ 二次医療圏・構想区域ごとの目標医師数 

地域ごとの人口比に応じた増加数とすることで地域偏在の是正につながるこ

とから、二次医療圏・構想区域ごとの目標医師数は、県全体の医師増加数

を、各地域の人口比で案分することとします。 
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図表 3-6-2 目標医師数 

  資料 厚生労働省「平成 28 年令和２医師・歯科医師・薬剤師調査統計」、厚生労働省「必要医師数」 

 

７ 目標を達成するための施策 

（１）施策の考え方 

○ 医師確保対策としては、 

     ・ 県内における医師の派遣調整 

     ・ キャリア形成プログラムの策定・運用 

     ・ 無料職業紹介等による医師の人材確保 

   などの短期的に効果が得られる施策と、 

     ・ 医学部における地域枠・地元出身者枠の設定 

     ・ 医師修学資金貸与制度の運用 

などの医師確保の効果が得られるまでに時間のかかる、長期的な施策が存在し

ます。 

県では、医師確保の方針に基づき、これらの施策のうちから適切な施策を組み

合わせて行うこととします。 

 

（２）短期的な施策 

  ア 医師の派遣調整 

○ 医師少数区域や医師少数スポット等、県内において医師が不足している医療

都道府県 

二次医療

圏 

構想区域 
医師少数区域 

等の区分 

現状の 

医師数 

20232026 年 

目標医師数 

2026 年 

目標医師数 
(国の算定値) 

 

 
2036 年 

必要医師数 

三重県 
医師少数 

都道府県 

3,924 

4,100 
4,1684,283 3,891 

 
4,436 

 

北勢医療圏 － 
1,522 

1,618 
1,6351,704 1,586 

 
2,040 

 

桑員区域  343389 372411    

三泗区域  755800 806839    

鈴亀区域  424429 457454    

中勢伊賀医療圏 医師多数区域 
1,286 

1,347 
1,3471,371 1,220 

 
1,211 

 
津区域  

1,035 

1,083 
1,0731,111  

 
 

伊賀区域  251242 274259    

南勢志摩医療圏 医師多数区域 
1,005 

1,049 
1,0661,094 944 

 
1,097 

 

松阪区域  499530 529552    

伊勢志摩区

域 
 506519 537542    

東紀州医療圏（区域） 医師少数区域 111108 120115 99  124 
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機関への、医師の派遣調整を行います。なお、医師の派遣調整の対象となる

医師は、医師修学資金を貸与した地域枠医師などのキャリア形成プログラム

の適用を受ける医師を基本とします。 

○ 派遣先医療機関については、三重県地域医療対策協議会および同医師派遣検

討部会において協議・決定します。 

  イ キャリア形成プログラム 

○ 三重県地域医療支援センターにおいて、「医師少数区域等における医師の

確保」と「医師少数区域等に派遣される医師の能力開発・向上の機会の確

保」の両立を目的としてキャリア形成プログラムを策定します。 

○ キャリア形成プログラムが、「医師少数区域等における医師の確保」と

「医師少数区域等に派遣される医師の能力開発・向上の機会の確保」とい

う効果を十分に発揮するためには、 

      ・一定期間、医師少数区域等に派遣されること 

      ・医師少数区域等においても十分な指導体制が構築されること 

が必要となります。そのため、本県においては、大学医学部や専門研修プ 

ログラムを作成する医療機関との連携を図り、卒業後、医師少数区域等に 

おける地域貢献を果たしつつ専門医取得が可能なプログラムを基本として 

策定します。 

○ プログラム対象者の地域定着支援のためには、対象者の納得感の向上と主

体的なキャリア形成のための支援が重要と考えられるため、次の方策に取

り組みます。 

・ 三重大学、ＮＰＯ法人ＭＭＣ卒後臨床研修センター、三重県地域医療支

援センター等の関係機関が連携し、医学部学生段階から地域医療につい

て考える機会を対象者に提供するなどのキャリア支援を行います。 

・ 対象者の希望に対応したプログラムとなるよう努め、診療科や就業先の

異なる複数のコースを設定します。 

・ コースの設定・見直しにあたって、対象者からの意見を聴き、その内容

を公表し反映するよう努めます。 

・ 出産、育児等のライフイベントや、海外留学等の希望に配慮するため、

プログラムの一時中断を可能とします。 

・ キャリア形成プログラムを満了することを、医師修学資金の返還免除要

件とします（疾病により就業できない等、やむを得ない場合を除く）。 

・ 医学生段階から地域医療や職業選択について考える機会として、地域医

療や将来の職業選択に対する意識の涵養を図り、学生の期間を通じて地

域医療に貢献するキャリアを描けるように支援をすることを目的とし

て、都道府県が大学の協力も得つつキャリア形成卒前支援プランを策

定・提供し、適切なコース選択を支援します。 

○ 全国のキャリアコーディネーター等からの相談受付や研修の実施等を通じ

て、地域枠医師等のキャリア形成プログラムへの定着を促進する取組に対

して支援を行う「キャリア形成プログラム等運用支援事業」も活用しなが

ら、キャリア形成プログラムの効果的な運用を行います。 

  ウ 無料職業紹介事業 

医師無料職業紹介事業を通じて県内医療機関の求人情報を効果的に発信し、全

国から医師を招へいします。 

  エ 自治医科大学医師派遣 
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自治医科大学義務年限内医師、キャリアサポート制度活用の医師を派遣するこ 

とにより、医師の不足する地域における医師の確保を進めます。 

  オ 臨床研修医の確保 

ＮＰＯ法人ＭＭＣ卒後臨床研修センターをはじめとして、臨床研修医を県内に定

着させる取組を支援します。 

  カ 専攻医の確保 

・ 県内の専門研修プログラムについて情報発信し、専攻医の確保に努めます。 

また、プログラムの内容について、地域医療に配慮した内容となるよう、三

重県地域医療対策協議会および同医師専門研修部会において協議を行います。 

   ・ バディ・ホスピタル・システムを活用した都市部の病院から医師不足地域の

病院への診療支援を進め、医師不足地域の医療機関における医師確保を推進

します。 

・ 総合診療医の専門医資格を取得するための専門研修プログラムの運用等によ

り、県内の総合診療医の確保・育成を推進します。 

  キ 地域医療の担い手の育成 

・ 地域医療の担い手の育成に向けて、三重県地域医療研修センター事業を推進

し、受け入れる医学生や研修医の増加を図ります。 

・ 三重県地域医療支援センターと三重県へき地医療支援機構*が十分に連携を図

り、へき地等に勤務する若手医師のキャリア形成を支援し、医師の確保・定

着を進めます。 

  ク 地域医療介護総合確保基金の活用 

地域医療介護総合確保基金を活用し、引き続き医師の総数確保および地域偏在

の是正に向けた取組を推進します。 

  ケ 県外医師等の確保（仮） 

   ・ 県外の医学生や研修医が県内の研修病院等を見学する場合の費用等を助成す

るなど、県外の医学生や研修医に対する支援を行います。 

   ・ 県外から県内の医師不足地域の病院に赴任した医師に対して、赴任費用等を

助成することにより、県内への医師確保を図ります。 

   ・ 県外で勤務する三重県出身の医師の人脈を活用するなどにより、県内外医師

への情報発信を図ります。 

   ・ おいないねっとホームページを活用し、三重県の地域医療でリーダーシップ

を発揮している医師や先進的な取組事例等を県内外に情報発信し、医学生、

研修医、専攻医等に三重県の取組を紹介することで、県外医師の呼び込みを

図ります。 

 

（３）長期的な施策 

  ア 医学部における地域枠・地元出身者枠の設定 

    （第３章８（25頁）を参照） 

  イ 三重県医師修学資金貸与制度 

○ 医師修学資金貸与制度の運用を通じて、将来県内医療機関で勤務する医師の

確保を図ります。 

○ 医師修学資金貸与者にはキャリア形成プログラムを適用し、医師少数区域等

での一定の診療義務を果たすことを返還免除条件とすることで、県内の医師

の定着と地域偏在の解消を図ります。 
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（４）医師の働き方改革をふまえた医師確保対策と連携した勤務環境改善支援及び子育

て支援 

○ 医師少数区域等における勤務を促進するにあたっては、医療機関における勤

務環境改善に取り組む必要があります。厚生労働省の医師の働き方改革に関

する検討会における「医師の働き方改革に関する検討会  報告書」の内容医

師の労働時間短縮等に関する指針もふまえ、勤務医が健康を確保しながら働

くことができる勤務環境の整備に向けた取組が進むよう、環境整備に努めま

す。 

○ 女性医師就業率は子育て世代において低下が見られており、医師確保を進め

ていく上では、子育て世代の医師に対する取組は性別問わず重要と考えられ

ます。妊娠・子育て中に医師が必要とする支援策は、個々の医師により異な

るため、院内保育所の運営支援や就労環境の改善等、ニーズに応じた取組を

行うよう努めます。また、妊娠中の医師や子育てを行う医師に限らず、介護

を行う医師に対しても、同様の配慮や環境整備を促進します。 

○ 子育て等の様々な理由で臨床業務を離れ、臨床業務への再就業に不安を抱え

る医師のための就労環境改善等の取組を通じ、再就業を促進するよう努めま

す。 

○ 三重県地域医療支援センターと三重県医療勤務環境改善支援センターが連携

し、医療機関の主体的な取組を通じて、県内医療機関の勤務環境改善支援に

努めます。 

○ 若手医師の確保・定着を図るため、医療機関等における臨床研修受入体制の

整備や指導医の確保・育成、子育て医師等の復帰支援、院内保育の充実等の

取組を進めます。 

○ 「女性が働きやすい医療機関」認証制度の取組を推進し、女性医師のみなら

ず全ての医療従事者が働きやすい勤務環境に向けて改善を図る医療機関の取

組を支援します。 

 

（５）その他の施策 

  ア 地域医療支援事務 

○ 医師確保計画に記載された事項のうち、医療法第30条の23および第30条の25に

おいて、地域医療対策協議会において協議を行う事項および以下の地域医療支

援事務は、三重県地域医療支援センターが中心となり実施します。 

・ 医師の派遣に関する事項 

・ キャリア形成プログラムに関する事項 

・ 派遣医師のキャリア支援・負担軽減に関する事項 

・ 地域医療の確保に関する調査分析 

・ 医療関係者、医師等に対する必要な情報の提供、助言等の県が医療機関にお

ける医師の確保のために行う必要な支援に関する事項 

 

８ 医学部における地域枠・地元出身者枠の設定・取組等 

○ 安定した医師確保を行うため、恒久定員内への地域枠や地元出身者枠の設置につ

いて大学と調整を行うとともに、医師の育成や配置方法について、大学と連携し

て キャリア形成を支援しつつ、地域枠等の医師が地域医療に従事する仕組みの
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構築を図ります。 

○ 医学部における地域枠・地元出身者枠の設置・増員については、医療法上、都道

府県知事から大学に対して、地域医療対策協議会の協議を経た上で、要請できる

こととされています。 

○ 地域枠および地元出身者枠については、別途、文部科学省および厚生労働省から

示される通知に基づき、三重県地域医療対策協議会において協議を行い、大学医

学部に要請を行い、設置・増員等を進めていきます。 

○ 地域枠は、県内の特定の地域における診療義務を課すものであり、二次医療圏間

の偏在を調整する機能があります。また、臨時定員の増員等と組み合わせた地域

枠は、県内の医師を充足させ都道府県間の偏在を是正する機能があります。 

○ 地元出身者枠については、これを設置する大学の所在地である都道府県内に長期

間にわたり８割程度の定着が見込まれるものの、特定の地域等での診療義務はな

いため県内の二次医療圏間の偏在調整の機能はありませんが、県内の医師を充足

させ都道府県間の偏在を是正する機能があります。 

○ 地域枠と地元出身者枠のこうした機能の違いをふまえ、地域枠または地元出身者

枠の設置について検討を進めていきます。なお、これらの設置の要請について

は、地域ごとの医師の需給推計から算出された都道府県ごとの地域枠等の必要数

を別途厚生労働省が提供予定であるため、その数値等をふまえて検討していきま

す。 

○ 三重大学医学部地域枠Ｂ入学者に対し診療科指定（内科、外科、救急科、総合診

療科）を行い、将来において医師不足が見込まれる診療科や、今後の地域医療体

制の確保に必要な診療科の医師確保を図ります。 

○ これまでの、三重大学医学部における臨時定員増は図表3-8-1のとおりです。 

 

図表 3-8-1 三重大学医学部臨時定員増 

 

期 間 国の対策 
臨時定員増 

人数 内訳 

1 平成20～29年度 新医師確保総合対策 10名 

平成20年度 

 地域枠 ：10名 

平成21年度以降 

 地域枠Ａ：10名 

2 平成21～29年度 緊急医師確保対策 ５名 地域枠Ｂ ：5名 

3 平成22～令和元年度 
経済財政改革の基本

方針2009 
５名 地域医療枠：5名 

4 平成30～令和元年度 新成長戦略 20名 

地域枠Ａ ：10名 

地域枠Ｂ ：５名 

地域医療枠：５名 

5 令和２～３５年度 
経済財政運営と改革

の基本方針2018 
20名 

地域枠Ａ ：10名 

地域枠Ｂ ：５名 

地域医療枠：５名 
                                     資料：三重県調べ 
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９ 二次医療圏ごとの医師確保対策 

 

（１）北勢医療圏 

  ①医療圏の概況 

   ア 構成区域および市町 

     桑員区域： 桑名市、いなべ市、木曽岬町、東員町 

  三泗区域： 四日市市、菰野町、朝日町、川越町 

     鈴亀区域： 鈴鹿市、亀山市 

  イ 人口推計 

○ 北勢医療圏は、本県の最北部に位置し、３区域 10 市町で構成され、人口約

8483 万人の地域です。 

○ 令和 2227（20402045）年に向けて、総人口は減少すると推計されます。 

（図表 3-9-1） 

                図表 3-9-1 人口推計 

    
                資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

                20162020 年は三重県「月別人口調査」（平成 28 令和２年 10 月 1 日現在） 

 

  ②人口 10 万人対医師数の推移 

北勢医療圏の人口 10 万人対医師数は、181.0194.2 人（平成 28 令和２

（20162020）年 12 月 31 日現在）であり、増加傾向にありますが、三重県平均の

217.0231.6 人に比べて 3637.4 人少ない状況にあります。（図表 3-9-2） 

図表 3-9-2 人口 10 万人対医師数の推計 

 
                     資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査統計」 
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  ③基幹型臨床研修病院 

    桑員区域 厚生連 三重北医療センターいなべ総合病院 

         桑名市総合医療センター 

 三泗区域 四日市羽津医療センター 

         市立四日市病院 

         三重県立総合医療センター 

    鈴亀区域 厚生連 鈴鹿中央総合病院 

         鈴鹿回生病院 

  ④医師偏在指標 

   193.4210.4 

  ⑤医師少数区域・多数区域の別 

   北勢医療圏の医師偏在指標における全国順位は、335 医療圏のうち 120131 位で

あり、医師少数でも多数でもない区域に属します。 

  ⑥医師確保の方針 

○ 北勢医療圏の医師偏在指標は 193.4210.4 であり、医師少数でも多数でもない

区域に属しますが、県平均 211.2225.6 を下回っています。このことから、引

き続き県全体の施策を通じて医師確保を進めます。 

○ 医師少数区域および医師少数スポットへの医師派遣を行うことを検討してい

きます。 

○ 医師確保対策の推進にあたっては、北勢医療圏内の各地域医療構想における

議論とも整合を図りながら進めていきます。 

  ⑦目標医師数 

   現状：平成 28 令和２（20162020）年医師数  1,5221,618 人（※1） 

   目標：令和 5８（20232026）年医師数   1,6351,704 人 
   （※1）平成 28 令和２年医師・歯科医師・薬剤師調査統計の医療施設従事医師数（病院・診療所） 

   （参考）厚生労働省の設定基準に基づく目標医師数  1,618 人（※2） 
   （※2）計画開始時点の医師偏在指標を維持するための医師数 

  ⑧施策 

○ 第３章７における、県全体の施策を通じて、引き続き医師の確保を図ります。 

○ キャリア形成プログラムに基づく地域枠医師等の派遣調整により、地域偏在

の解消に努めます。 

  ⑨医師少数スポット 

○ いなべ市、東員町、菰野町、亀山市を医師少数スポットに設定し、キャリア形

成プログラムに基づく地域枠医師等の派遣調整等により、医師偏在解消に努め

ます。 
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（２）中勢伊賀医療圏 

  ①医療圏の概況 

   ア 構成区域および市町 

     津 区 域： 津市 

     伊賀区域： 名張市、伊賀市 

   イ 人口推計 

○ 中勢伊賀医療圏は、本県の中央部に位置し、２区域３市で構成され、人口約

4544 万人の地域です。 

○ 令和 2227（20402045）年に向けて、総人口は減少すると推計されます。 

（図表 3-9-3） 

                      図表 3-9-3 人口推計 

    
             資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

             20162020 年は三重県「月別人口調査」（平成 28 令和２年 10 月 1 日現在） 

 

  ②人口 10 万人対医師数の推移 

中勢伊賀医療圏は、津市に三重大学医学部附属病院が所在し、人口 10 万人対医師

数は、287.9301.3 人（平成 28 令和２（20162020）年 12 月 31 日現在）で増加傾向

にあり、県平均の 217.0231.6 人に比べて 70.969.7 人上回っています。（図表 3-9-

4） 

図表 3-9-4 人口 10 万人対医師数の推計 

 
                 資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査統計」 

  

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

人口推計（中勢伊賀医療圏）（人）

232.2 234.5 242.9
256.8

276.4
287.9 293.8 301.3

231.6

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30 R2
中勢伊賀医療圏 三重県

（人）



36 

 

  ③基幹型臨床研修病院 

    津 区 域：三重大学医学部附属病院 

         国立病院機構 三重中央医療センター 

         津生協病院 

    伊賀区域：岡波総合病院 

         伊賀市立上野総合市民病院 

  ④医師偏在指標 

   252.1259.8 

  ⑤医師少数区域・多数区域の別 

   中勢伊賀医療圏の医師偏在指標における全国順位は、335 医療圏のうち 6067 位

であり、医師多数区域に属します。 

  ⑥医師確保の方針 

○ 中勢伊賀医療圏は、津市に三重大学医学部附属病院が所在しており、医師偏在

指標は 252.1259.8 で医師多数区域となり、県平均 211.2225.6 を上回ります。

しかしながら、伊賀区域の人口 10 万人対医師数は 149.4146.5 人と県内で最

も低いことから、伊賀区域内の偏在是正を含め、医師確保を進めます。 

○ 医師少数区域および医師少数スポットへ医師派遣を行うことを検討していき

ます。 

○ 医師確保対策の推進にあたっては、中勢伊賀医療圏内の各地域医療構想にお

ける議論とも整合を図りながら進めていきます。 

  ⑦目標医師数 

   現状：平成 28 令和２（20162020）年医師数  1,2861,325 人（※1） 

   目標：令和 5８（20232026）年医師数   1,3471,371 人 
（※1）平成 28 令和２年医師・歯科医師・薬剤師調査統計の医療施設従事医師数（病院・診療所） 

（参考）厚生労働省の設定基準に基づく目標医師数  1,220 人（※2） 
（※2）計画開始時点の医師偏在指標を維持するための医師数 

  ⑧施策 

○ 津区域については、キャリア形成プログラムに基づく地域枠医師等の派遣調

整を通じて、医師少数区域および医師少数スポットへの医師派遣を進めるよ

う検討していきます。 

○ 伊賀区域については、全域を医師少数スポットに設定し、医師の派遣調整等に

より医師の増加を図ります。 

○ 第３章７における、県全体の施策を通じて、引き続き診療科偏在等の解消を図

ります。 

  ⑨医師少数スポット 

○ 津市（白山町、美杉町）、伊賀市、名張市を医師少数スポットに設定し、キャ

リア形成プログラムに基づく地域枠医師等の派遣調整等により、医師の偏在解

消に努めます。 
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（３）南勢志摩医療圏 

  ①医療圏の概況 

   ア 構成区域および市町 

     松 阪 区 域： 松阪市、多気町、明和町、大台町、大紀町 

     伊勢志摩区域： 伊勢市、鳥羽市、志摩市、玉城町、度会町、南伊勢町 

   イ 人口推計 

○ 南勢志摩医療圏は、本県の中南部に位置し、２区域 11 市町で構成され、人

口約 4543 万人の地域です。 

○ 令和 2227（20402045）年に向けて、総人口は減少すると推計されます。 

（図表 3-9-5） 

                図表 3-9-5 人口推計 

  
              資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

             20162020 年は三重県「月別人口調査」（平成 28 令和２年 10 月 1 日現在） 

 

  ②人口 10 万人対医師数の推移 

南勢志摩医療圏の人口 10 万人対医師数は、223.4242.6 人（平成 28 令和２

（20162020）年 12 月 31 日現在）であり、増加傾向にあります。また、県平均の

217.0231.6 人に比べて 6.411 人上回っています。（図表 3-9-6） 

 

図表 3-9-6 人口 10 万人対医師数の推計 

 
              資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査統計」  
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  ③基幹型臨床研修病院 

    松 阪 区 域： 厚生連 松阪中央総合病院 

            済生会松阪総合病院 

            松阪市民病院 

    伊勢志摩区域： 伊勢赤十字病院 

            県立志摩病院 

  ④医師偏在指標 

   201.1217.8 

  ⑤医師少数区域・多数区域の別 

南勢志摩医療圏の医師偏在指標における全国順位は、335 医療圏のうち 103111 位

であり、医師多数区域に属します。 

  ⑥医師確保の方針 

○ 南勢志摩医療圏の医師偏在指標は 201.1217.8 であり、医師多数区域に属しま

すが、県平均 211.2225.6 を下回っています。このことから、引き続き県全体

の施策を通じて医師確保を進めます。 

○ 医師少数区域および医師少数スポットへ医師派遣を行うことを検討していき

ます。 

○ 医師確保対策の推進にあたっては、南勢志摩医療圏内の各地域医療構想にお

ける議論とも整合を図りながら進めていきます。 

 

  ⑦目標医師数 

   現状：平成 28 令和２（20162020）年医師数  1,0051,049 人（※1） 

   目標：令和 5８（20232026）年医師数   1,0661,094 人 
（※1）平成 28 令和２年医師・歯科医師・薬剤師調査統計の医療施設従事医師数（病院・診療所） 

（参考）厚生労働省の設定基準に基づく目標医師数  944 人（※2） 
（※2）計画開始時点の医師偏在指標を維持するための医師数 

  ⑧施策 

○ 第３章７における、県全体の施策を通じて、引き続き医師の確保を図ります。 

○ キャリア形成プログラムに基づく地域枠医師等の派遣調整、自治医科大学卒業

医師の派遣により、地域偏在の解消に努めます。 

  ⑨医師少数スポット 

松阪市（飯南町、飯高町）、大紀町、大台町、多気町、鳥羽市、志摩市、南伊勢町

を医師少数スポットに設定し、キャリア形成プログラムに基づく地域枠医師等の

派遣調整等により、地域偏在の解消に努めます。 
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（４）東紀州医療圏（東紀州区域） 

  ①医療圏の概況 

   ア 構成市町 

     尾鷲市、熊野市、紀北町、御浜町、紀宝町 

   イ 人口推計 

○ 東紀州医療圏（東紀州区域）は、本県の最南部に位置し、２市３町で構成さ

れ、人口約７万人の地域です。 

○ 令和 2227（20402045）年に向けて、総人口は減少すると推計されます。 

（図表 3-9-7） 

                      図表 3-9-7 人口推計 

  
             資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

             20162020 年は三重県「月別人口調査」（平成 28 令和２年 10 月 1 日現在） 

 

 ②人口 10 万人対医師数の推移 

  東紀州医療圏（東紀州区域）の人口 10 万人対医師数は、158.0165.6 人（平成 28

令和２（20162020）年 12 月 31 日 現在）であり、増加傾向にありますが、三重

県平均の 217.0231.6 人に比べて 5966 人少ない状況にあります。（図表 3-9-8） 

 

図表 3-9-8 人口 10 万人対医師数の推計 

 
                    資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査統計」  
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  ③基幹型臨床研修病院 

   なし 

  ④医師偏在指標 

   152.5162.3 
      

    【参考】患者流出入を加味しない場合の医師偏在指標（参考値）：109.8 
     資料：厚生労働省「平成 28 令和２年医師・歯科医師・薬剤師調査統計（調査票情報）」および 

        厚生労働省「医師偏在指標に係るデータ集」から算出 

 

  ⑤医師少数区域・多数区域の別 

   東紀州医療圏（東紀州区域）の医師偏在指標における全国順位は、335 医療圏の

うち 252264 位であり、医師少数区域に属します。 

  ⑥医師確保の方針 

○ 東紀州医療圏（東紀州区域）の医師偏在指標は 152.5162.3 であり、医師少数

区域に属することから、医師の増加を図ります。 

○ 県全体での施策を通じて医師確保を進めるとともに、東紀州医療圏（東紀州区

域）以外の地域からの医師派遣等による医師確保を行うことを検討していき

ます。 

○ 医師確保対策の推進にあたっては、東紀州区域地域医療構想における議論と

も整合を図りながら進めていきます。 

  ⑦目標医師数 

   現状：平成 28 令和２（20162020）年医師数  111108 人（※1） 

   目標：令和 5８（20232026）年医師数   120115 人 
（※1）平成 28 令和２年医師・歯科医師・薬剤師調査統計の医療施設従事医師数（病院・診療所） 

（参考）厚生労働省の設定基準に基づく目標医師数  99 人（※2） 
（※2）計画終了時点で現在の医師偏在指標の下位１／３に達するのに必要な医師数 

  ⑧施策 

○ 第３章７における、県全体の施策を通じて、引き続き医師の確保を図ります。 

○ キャリア形成プログラムに基づく地域枠医師等の派遣調整、自治医科大学卒

業医師の派遣により、地域偏在の解消に努めます。 

  ⑨医師少数スポット 

東紀州医療圏（東紀州区域）は医師少数区域であるため、医師少数スポットの設

定は行いません。 
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１０ 地域医療構想区域ごとの医師確保対策 

（１）桑員区域 

  ①区域の概況 

   ア 構成市町 

     桑名市、いなべ市、木曽岬町、東員町 

   イ 人口推計 

○ 桑員区域は、本県の最北部に位置し、２市２町で構成され、人口約 22 万人

の地域です。 

○ 令和 2227（20402045）年に向けて、総人口は減少すると推計されます。 

（図表 3-10-1） 

 

                      図表 3-10-1 人口推計  

     
             資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

            20162020 年は三重県「月別人口調査」（平成 28 令和２年 10 月 1 日現在） 

 

  ②人口 10 万人対医師数の推移 

桑員区域の人口 10 万人対医師数は、157.5180.6 人（平成 28 令和２（20162020）

年 12 月 31 日現在）であり、増加傾向にありますが、三重県平均の 217.0231.6

人に比べて 59.551 人少ない状況にあります。（図表 3-10-2） 

図表 3-10-2 人口 10 万人対医師数 

 
                     資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査統計」 
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  ③基幹型臨床研修病院 

    厚生連 三重北医療センターいなべ総合病院 

    桑名市総合医療センター 

  ④医師偏在指標（参考値） 

   157.4183.8 （ただし、患者流出入を加味しない値） 

 
     資料：厚生労働省「平成 28 令和２年医師・歯科医師・薬剤師調査統計（調査票情報）」および 

        厚生労働省「医師偏在指標に係るデータ集」から算出 

 

  ⑤医師少数区域・多数区域の別 

桑員区域の属する北勢医療圏の医師偏在指標は 193.4210.4 で全国 335 医療圏の

うち 120131 位となり、医師少数でも多数でもない区域に属します。 

  ⑥医師確保の方針 

○ 桑員区域の人口 10 万人対医師数は県平均を下回ります。 

○ これまでの医師確保対策により、医師数は増加傾向にあることから、引き続き

県全体での医師確保対策を通じて医師確保を進めます。 

○ 医師少数区域および医師少数スポットへ医師派遣を行うことを検討していき

ます。 

○ 医師確保対策の推進にあたっては、桑員区域地域医療構想における議論とも

整合を図りながら進めていきます。 

  ⑦目標医師数 

   現状：平成 28 令和２（20162020）年医師数  343389 人（※） 

   目標：令和 5８（20232026）年医師数   372411 人 
（※）平成 28 令和２年医師・歯科医師・薬剤師調査統計の医療施設従事医師数（病院・診療所） 

  ⑧施策 

○ 第３章７における、県全体の施策を通じて、引き続き医師の確保を図ります。 

○ キャリア形成プログラムに基づく地域枠医師等の派遣調整により、地域偏在

の解消に努めます。 

  ⑨医師少数スポット 

いなべ市、東員町を医師少数スポットに設定し、キャリア形成プログラムに基づ

く地域枠医師等の派遣調整等により、地域偏在の解消に努めます。 
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（２）三泗区域 

  ①区域の概況 

   ア 構成市町 

     四日市市、菰野町、朝日町、川越町 

   イ 人口推計 

○ 三泗区域は、本県の北勢部に位置し、１市３町で構成され、人口約 3837 万

人の地域です。 

○ 令和 2227（20402045）年に向けて、総人口は減少傾向にあります。（図表 3-

10-3） 

 

                       図表 3-10-3 人口推計 

    
             資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

            20162020 年は三重県「月別人口調査」（平成 28 令和２年 10 月 1 日現在） 

 

  ②人口 10 万人対医師数の推移 

三泗区域の人口 10 万人対医師数は、200.5215.0 人（平成 28 令和２（20162020）

年 12 月 31 日現在）であり、増加傾向にありますが、三重県平均の 217.0231.6

人に比べて 16.516.6 人少ない状況にあります。（図表 3-10-4） 

図表 3-10-4 人口 10 万人対医師数 

 
                     資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査統計」 
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  ③基幹型臨床研修病院 

   四日市羽津医療センター 

   市立四日市病院 

   三重県立総合医療センター 

  ④医師偏在指標（参考値） 

   210.0228.1  （ただし、患者流出入を加味しない値） 

 
     資料：厚生労働省「平成 28 令和２年医師・歯科医師・薬剤師調査統計（調査票情報）」および 

        厚生労働省「医師偏在指標に係るデータ集」から算出 

 

  ⑤医師少数区域・多数区域の別 

三泗区域の属する北勢医療圏の医師偏在指標は 193.4210.4 で全国 335 医療圏の

うち 120131 位であり、医師少数でも多数でもない区域に属します。 

  ⑥医師確保の方針 

○ 三泗区域の人口 10 万人対医師数は県平均を下回ります。 

○ これまでの医師確保対策により、医師数は増加傾向にあることから、引き続き

県全体での医師確保対策を通じて医師確保を進めます。 

○ 医師少数区域および医師少数スポットへの医師派遣を行うことを検討してい

きます。 

○ 医師確保対策の推進にあたっては、三泗区域地域医療構想における議論とも

整合を図りながら進めていきます。 

  ⑦目標医師数 

   現状：平成 28 令和２（20162020）年医師数  755800 人（※） 

   目標：令和 5８（20232026）年医師数   806839 人 
（※）平成 28 令和２年医師・歯科医師・薬剤師調査統計の医療施設従事医師数（病院・診療所） 

  ⑧施策 

○ 第３章７における、県全体の施策を通じて、引き続き医師の確保を図ります。 

○ キャリア形成プログラムに基づく地域枠医師等の派遣調整により、地域偏在

の解消に努めます。 

  ⑨医師少数スポット 

菰野町を医師少数スポットに設定し、キャリア形成プログラムに基づく地域枠医

師等の派遣調整等により、地域偏在の解消に努めます。 
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（３）鈴亀区域 

  ①区域の概況 

   ア 構成市町 

     鈴鹿市、亀山市 

   イ 人口推計 

○ 鈴亀区域は、本県の北勢部に位置し、２市で構成され、人口約 25 万人の地

域です。 

○ 令和 2227（20402045）年に向けて、総人口は減少すると推計されます。 

（図表 3-10-5） 

 

                     図表 3-10-5 人口推計 

     
            資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

            20162020 年は三重県「月別人口調査」（平成 28 令和２年 10 月 1 日現在） 

 

  ②人口 10 万人対医師数の推移 

鈴亀区域の人口 10 万人対医師数は、172.0174.7 人（平成 28 令和２（20162020）

年 12 月 31 日現在）であり、増加傾向にありますが、三重県平均の 217.0231.6

人に比べて 4556.9 人少ない状況にあります。（図表 3-10-6） 

図表 3-10-6 人口 10 万人対医師数 

 
                     資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査統計」 
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  ③基幹型臨床研修病院 

    厚生連 鈴鹿中央総合病院 

    鈴鹿回生病院 

  ④医師偏在指標（参考値） 

   181.0186.2 （ただし、患者流出入を加味しない値） 

 
     資料：厚生労働省「平成 28 令和２年医師・歯科医師・薬剤師調査統計（調査票情報）」および 

        厚生労働省「医師偏在指標に係るデータ集」から算出 

 

  ⑤医師少数区域・多数区域の別 

鈴亀区域の属する北勢医療圏の医師偏在指標は 193.4210.4 で全国 335 医療圏の

うち 120131 位であり、医師少数でも多数でもない区域に属します。 

  ⑥医師確保の方針 

○ 鈴亀区域の人口 10 万人対医師数は県平均を下回ります。 

○ これまでの医師確保対策により、医師数は増加傾向にあることから、引き続き

県全体での医師確保対策を通じて医師確保を進めます。 

○ 医師少数区域および医師少数スポットへの医師派遣を行うことを検討してい

きます。 

○ 医師確保対策の推進にあたっては、鈴亀区域地域医療構想における議論とも

整合を図りながら進めていきます。 

  ⑦目標医師数 

   現状：平成 28 令和２（20162020）年医師数  424429 人（※） 

   目標：令和 5８（20232026）年医師数   457454 人 
（※）平成 28 令和２年医師・歯科医師・薬剤師調査統計の医療施設従事医師数（病院・診療所） 

  ⑧施策 

○ 第３章７における、県全体の施策を通じて、引き続き医師の確保を図ります。 

○ キャリア形成プログラムに基づく地域枠医師等の派遣調整により、地域偏在

の解消に努めます。 

  ⑨医師少数スポット 

亀山市を医師少数スポットに設定し、キャリア形成プログラムに基づく地域枠医

師等の派遣調整等により、地域偏在の解消に努めます。 
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（４）津区域 

  ①区域の概況 

   ア 構成市町 

     津市 

   イ 人口推計 

○ 津区域は、本県の中部に位置し、１市で構成され、人口約 2827 万人の地域

です。 

○ 令和 2227（20402045）年に向けて、総人口は減少すると推計されます。 

（図表 3-10-7） 

 

                     図表 3-10-7 人口推計   

     
              資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

             20162020 年は三重県「月別人口調査」（平成 28 令和２年 10 月 1 日現在） 

 

  ②人口 10 万人対医師数の推移 

津区域は三重大学医学部附属病院が所在し、県内唯一の大学病院であり特定機能

病院であること等から、人口 10 万人対医師数は、371.4394.5 人（平成 28 令和２

（20162020）年 12 月 31 日現在）で県平均の 217.0231.6 人に比べて 154.4162.9

人上回っています。 

（図表 3-10-8） 

図表 3-10-8 人口 10 万人対医師数 

 
                     資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査統計」  
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  ③基幹型臨床研修病院 

   三重大学医学部附属病院 

   国立病院機構 三重中央医療センター 

   津生協病院 

  ④医師偏在指標（参考値） 

   360.0376.1 （ただし、患者流出入を加味しない値） 

 
     資料：厚生労働省「平成 28 令和２年医師・歯科医師・薬剤師調査統計（調査票情報）」および 

        厚生労働省「医師偏在指標に係るデータ集」から算出 

 

  ⑤医師少数区域・多数区域の別 

津区域の属する中勢伊賀医療圏の医師偏在指標は 252.1259.8 で全国 335 医療圏

のうち 6067 位であり、医師多数区域に属します。 

  ⑥医師確保の方針 

○ 津区域は三重大学医学部附属病院が所在していること等から、人口 10 万人対

医師数は県平均を上回ります。 

○ 医師多数区域であることをふまえ、医師少数区域および医師少数スポットへ

の医師派遣を行うことを検討していきます。 

○ 医師多数区域であっても診療科の偏在等が存在することに鑑み、引き続き県

全体の施策を通じて適切な医療提供体制の構築を図ります。 

○ 医師確保対策の推進にあたっては、津区域地域医療構想における議論とも整

合を図りながら進めていきます。 

  ⑦目標医師数 

   現状：平成 28 令和２（20162020）年医師数  1,0351,083 人（※） 

   目標：令和 5８（20232026）年医師数   1,0731,111 人 
   （※）平成 28 令和２年医師・歯科医師・薬剤師調査統計の医療施設従事医師数（病院・診療所） 

  ⑧施策 

○ キャリア形成プログラムに基づく地域枠医師等の派遣調整を通じて、医師少

数区域および医師少数スポットへの医師派遣を進めるよう検討していきます。 

○ 第３章７における、県全体の施策を通じて、引き続き診療科偏在等の解消を図

ります。 

⑨医師少数スポット 

津市（白山町・美杉町）を医師少数スポットに設定し、キャリア形成プログラム

に基づく地域枠医師等の派遣調整等により、地域偏在の解消に努めます。 
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（５）伊賀区域 

  ①区域の概況 

   ア 構成市町 

     名張市、伊賀市 

   イ 人口推計 

○ 伊賀区域は、本県の西部に位置し、２市で構成され、人口約 17 万人の地域

です。 

○ 令和 2227（20402045）年に向けて、総人口は減少すると推計されます。 

（図表 3-10-9） 

                図表 3-10-9 人口推計 

     
              資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

             20162020 年は三重県「月別人口調査」（平成 28 令和２年 10 月 1 日現在） 

 

  ②人口 10 万人対医師数の推移 

伊賀区域の人口 10 万人対医師数は、149.4146.5 人（平成 28 令和２（20162020）

年 12 月 31 日現在）であり、増加傾向にありますが、三重県平均の 217.0231.6

人に比べて 67.685.1 人少ない状況にあります。（図表 3-10-10） 

 

図表 3-10-10 人口 10 万人対医師数 

 
                     資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査統計」 
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  ③基幹型臨床研修病院 

   岡波総合病院 

   伊賀市立上野総合市民病院 

  ④医師偏在指標（参考値） 

   131.5129.0 （ただし、患者流出入を加味しない値） 

 
     資料：厚生労働省「平成 28 令和２年医師・歯科医師・薬剤師調査統計（調査票情報）」および 

        厚生労働省「医師偏在指標に係るデータ集」から算出 

 

  ⑤医師少数区域・多数区域の別 

伊賀区域の属する中勢伊賀医療圏の医師偏在指標は 252.1259.8 で全国 335 医療

圏のうち 6067 位であり、医師多数区域に属しますが、津区域に三重大学医学部

附属病院が所在していることから、医療提供体制が異なります。 

  ⑥医師確保の方針 

○ 伊賀区域の人口 10 万人対医師数は県平均を下回ります。 

○ これまでの医師確保対策により、医師数は増加傾向にあることから、引き続き

県全体での医師確保対策を通じて医師確保を進めます。 

○ 伊賀区域を医師少数スポットに設定し、医師少数区域に準じた対策を進めま

す。 

○ 医師確保対策の推進にあたっては、伊賀区域地域医療構想における議論とも

整合を図りながら進めていきます。 

  ⑦目標医師数 

   現状：平成 28 令和２（20162020）年医師数  251242 人（※） 

   目標：令和 5８（20232026）年医師数   274259 人 
（※）平成 28 令和２年医師・歯科医師・薬剤師調査統計の医療施設従事医師数（病院・診療所） 

  ⑧施策 

○ 第３章７における、県全体の施策を通じて、引き続き医師の確保を図ります。 

○ 伊賀区域を医師少数スポットに設定し、キャリア形成プログラムに基づく地

域枠医師等の派遣調整により、地域偏在の解消に努めます。 

  ⑨医師少数スポット 

名張市・伊賀市を医師少数スポットに設定し、キャリア形成プログラムに基づく

地域枠医師等の派遣調整等により、地域偏在の解消に努めます。 
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（６）松阪区域 

  ①区域の概況 

   ア 構成市町 

     松阪市、多気町、明和町、大台町、大紀町 

   イ 人口推計 

○ 松阪区域は、本県の中南勢部に位置し、１市４町で構成され、人口約 2221

万人の地域です。 

○ 令和 2227（20402045）年に向けて、総人口は減少すると推計されます。 

（図表 3-10-11） 

 

                     図表 3-10-11 人口推計 

     
              資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

             20162020 年は三重県「月別人口調査」（平成 28 令和２年 10 月 1 日現在） 

 

  ②人口 10 万人対医師数の推移 

松阪区域の人口 10 万人対医師数は、228.6249.9 人（平成 28 令和２（20162020）

年 12 月 31 日現在）であり、増加傾向にあります。また、県平均の 217.0231.6

人に比べて 11.618.3 人上回っています。（図表 3-10-12） 

 

図表 3-10-12 人口 10 万人対医師数 

 
                     資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査統計」 
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  ③基幹型臨床研修病院 

   厚生連 松阪中央総合病院 

   済生会松阪総合病院 

   松阪市民病院 

  ④医師偏在指標（参考値） 

   200.3223.6 （ただし、患者流出入を加味しない値） 

 
     資料：厚生労働省「平成 28 令和２年医師・歯科医師・薬剤師調査統計（調査票情報）」および 

        厚生労働省「医師偏在指標に係るデータ集」から算出 

 

  ⑤医師少数区域・多数区域の別 

松阪区域の属する南勢志摩医療圏の医師偏在指標は 201.1217.8 で全国 335 医療

圏のうち 103111 位であり、医師多数区域に属します。 

  ⑥医師確保の方針 

○ 松阪区域の人口 10 万人対医師数は県平均を上回ります。 

○ 医師多数区域であることをふまえ、医師少数区域および医師少数スポットへの

医師派遣を行うことを検討していきます。 

○ 医師多数区域であっても診療科の偏在等が存在することに鑑み、引き続き県全

体の施策を通じて適切な医療提供体制の構築を図ります。 

○ 医師確保対策の推進にあたっては、松阪区域地域医療構想における議論とも整

合を図りながら進めていきます。 

  ⑦目標医師数 

   現状：平成 28 令和２（20162020）年医師数  499530 人（※） 

   目標：令和 5８（20232026）年医師数   529552 人 
（※）平成 28 令和２年医師・歯科医師・薬剤師調査統計の医療施設従事医師数（病院・診療所） 

  ⑧施策 

○ キャリア形成プログラムに基づく地域枠医師等の派遣調整を通じて、医師少

数区域および医師少数スポットへの医師派遣を進めるよう検討していきます。 

○ 第３章７における、県全体の施策を通じて、引き続き医師の確保を図ります。 

  ⑨医師少数スポット 

松阪市（飯南町・飯高町）、大紀町、大台町、多気町を医師少数スポットに設定

し、キャリア形成プログラムに基づく地域枠医師等の派遣調整等により、地域偏

在の解消に努めます。 
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（７）伊勢志摩区域 

  ①区域の概況 

   ア 構成市町 

     伊勢市、鳥羽市、志摩市、玉城町、度会町、南伊勢町 

   イ 人口推計 

○ 伊勢志摩区域は、本県の南勢部に位置し、３市３町で構成され、人口約 2322

万人の地域です。 

○ 令和 2227（20402045）年に向けて、総人口は減少すると推計されます。 

（図表 3-10-13） 

                     図表 3-10-13 人口推計 

    
             資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

             20162020 年は三重県「月別人口調査」（平成 28 令和２年 10 月 1 日現在） 

 

  ②人口 10 万人対医師数の推移 

伊勢志摩区域の人口 10 万人対医師数は、218.4235.7 人（平成 28 令和２

（20162020）年 12 月 31 日現在）であり、増加傾向にあります。また、県平均の

217.0231.6 人に比べて 1.44.1 人上回っています。（図表 3-10-14） 

図表 3-10-14 人口 10 万人対医師数 

 
                     資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査統計」 
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  ③基幹型臨床研修病院 

   伊勢赤十字病院 

   県立志摩病院 

  ④医師偏在指標（参考値） 

   185.2194.7 （ただし、患者流出入を加味しない値） 

 
     資料：厚生労働省「平成 28 令和２年医師・歯科医師・薬剤師調査統計（調査票情報）」および 

        厚生労働省「医師偏在指標に係るデータ集」から算出 

 

  ⑤医師少数区域・多数区域の別 

伊勢志摩区域の属する南勢志摩医療圏の医師偏在指標は 201.1217.8 で全国 335

医療圏のうち 103111 位であり、医師多数区域に属します。 

  ⑥医師確保の方針 

○ 伊勢志摩区域の人口 10 万人対医師数は県平均を上回ります。 

○ 医師多数区域であることをふまえ、医師少数区域および医師少数スポットへの

医師派遣を行うことを検討していきます。 

○ 医師多数区域であっても診療科の偏在等が存在することに鑑み、引き続き県全

体の施策を通じて適切な医療提供体制の構築を図ります。 

○ 医師確保対策の推進にあたっては、伊勢志摩区域地域医療構想における議論と

も整合を図りながら進めていきます。 

  ⑦目標医師数 

   現状：平成 28 令和２（20162020）年医師数  506519 人（※） 

   目標：令和 5８（20232026）年医師数   537542 人 
（※）平成 28 令和２年医師・歯科医師・薬剤師調査統計の医療施設従事医師数（病院・診療所） 

  ⑧施策 

○ キャリア形成プログラムに基づく地域枠医師等の派遣調整を通じて、医師少

数区域および医師少数スポットへの医師派遣を進めるよう検討していきます。 

○ 第３章７における、県全体の施策を通じて、引き続き医師の確保を図ります。 

  ⑨医師少数スポット 

鳥羽市、志摩市、南伊勢町を医師少数スポットに設定し、キャリア形成プログラ

ムに基づく地域枠医師等の派遣調整等により、地域偏在の解消に努めます。 

 

 

（８）東紀州区域 

  ９（４）東紀州医療圏（33 頁）を参照。 
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第４章 産科・小児科における医師確保計画 

 

１ 産科・小児科における医師偏在指標および医師偏在対策の基本的な考え方 

○ 産科・小児科については、政策医療の観点、医師の長時間労働となる傾向、診療科

と診療行為の対応も明らかにしやすいことから、ガイドラインに基づき、暫定的に

産科・小児科における医師偏在指標を示し、産科・小児科における医師確保計画を

定めます。ただし、当該指標は暫定的なものであり、診療科間の医師偏在を是正す

るための指標とはなりません。  

○ 産科・小児科については、産科医師または小児科医師が相対的に少なくない医療圏

においても、その労働環境をふまえれば、医師が不足している状況もみられること

から、引き続き産科医師および小児科医師の総数を確保するための施策を行いま

す。 

○ 産科・小児科における医師確保計画においては、周産期医療の提供体制に係る圏域

を「周産期医療圏」、小児医療の提供体制に係る圏域を「小児医療圏」と呼称しま

す。 

○ 本県においては、「第７８次三重県医療計画」において、二次医療圏を越えたゾー

ン体制を設定しており、これに基づく計画を策定することとします。（図表 4-1-1

～4-1-2） 
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図表 4-1-1 周産期医療圏 

 

 

 
資料：三重県「第 7８次三重県医療計画」 
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図表 4-1-2 小児医療圏 

 

 
 

資料：三重県「第 7８次三重県医療計画」 
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２ 産科・小児科における医師偏在指標 

（１）産科における医師偏在指標 

  ア 考え方 

○ ガイドラインに基づき、次の考え方で算定されます。 

○ 医療需要については、「里帰り出産」等の妊婦の流出入の実態をふまえた「医

療施設調査」における「分娩数」を用いています。 

○ 患者の流出入については、妊婦の場合「里帰り出産」等の医療提供体制とは直

接関係しない流出入がありますが、現時点で妊婦の所在地と分娩が実際に行

われた医療機関の所在地の両方を把握できる調査はありません。このため、医

療需要として、分娩が実際に行われた医療機関の所在地が把握可能な、「医療

施設調査」における「分娩数」を用いています。 

○ 医師供給については、「医師・歯科医師・薬剤師調査統計」における「産科医

師数」と「産婦人科医師数」の合計値「過去２年以内に分娩の取扱いあり」と

回答した医師のうち、日常的に分娩を取り扱っていると考えられる産婦人科・

産科・婦人科を主たる診療科と回答した医師数（分娩取扱医師数）を用いてい

ます。また、算定方法を変更したことから、指標の名称を「産科医師偏在指標」

から「分娩取扱医師偏在指標」に変更しています。 

○ 医師の性別・年齢別分布については、医師全体の性・年齢階級別労働時間を用

いて調整します。 

○ 医師偏在指標については、厚生労働省において、都道府県ごと、周産期医療圏

ごとに算定されます。本県については、「第７８次三重県医療計画」において

ゾーンディフェンス（エリアを分担して守る）体制としているため、ゾーンの

範囲が不明確で、地域が一部重複すること等から、算定は困難であり、厚生労

働省において、二次医療圏単位で算定されています。 

  イ 産科における医師偏在指標の算出式 

 

図表 4-2-1 産科医師偏在指標 

 
                            資料：厚生労働省「医師確保計画策定ガイドライン」 

 

（２）小児科における医師偏在指標 

  ア 考え方 

○ ガイドラインに基づき、次の考え方で算定されます。 

○ 医療需要については、15 歳未満の人口を「年少人口」と定義し、医療圏ごと

の小児の人口構成の違いをふまえ、性・年齢階級別受療率を用いて年少人口を

調整したものを用います。 

○ 患者の流出入については、既存の調査の結果により把握可能な小児患者の流

出入をふまえ、調整を行います。 
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○ 医師供給については、「医師・歯科医師・薬剤師調査統計」における「小児科

医師数」を用います。 

○ 医師偏在指標については、厚生労働省において、都道府県ごと、小児医療圏ご

とに算定されます。本県については、「第７８次三重県医療計画」においてゾ

ーンディフェンス（エリアを分担して守る）体制としているため、ゾーンの範

囲が不明確で、地域が一部重複すること等から、算定は困難であり、厚生労働

省において、二次医療圏単位で算定されています。 

  イ 小児科における医師偏在指標の算出式 

 

図表 4-2-2 小児科医師偏在指標 

 
                                 資料：厚生労働省「医師確保計画策定ガイドライン」 
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３ 相対的医師少数都道府県・相対的医師少数区域の設定 

○ 産科・小児科については、都道府県ごと、周産期医療圏または小児医療圏ごとの医

師偏在指標の値を全国で比較し、医師偏在指標が下位 33.3％に該当する都道府県

を相対的医師少数都道府県、下位 33.3％に該当する周産期医療圏または小児医療

圏を相対的医師少数区域として設定します。（図表 4-3-1～4-3-4） 

○ 相対的な医師の多寡を表す分類であることを理解しやすくするため、呼称を「相対

的医師少数都道府県」および「相対的医師少数区域」とします。  

○ 産科医師または小児科医師が相対的に少なくない医療圏においても、産科医師お

よび小児科医師が不足している状況もみられることに加え、これまでに医療圏を

越えた地域間の連携が進められてきた状況に鑑み、産科・小児科においては医師多

数都道府県や医師多数区域は設定しません。  

○ 相対的医師少数都道府県・相対的医師少数区域を設定するための基準（下位一定割

合）は、医師全体の医師偏在指標と同様に、下位 33.3％です。 

○ なお、相対的医師少数都道府県・相対的医師少数区域については、画一的に医師の

確保を図るべき医療圏と考えるのではなく、当該医療圏内において産科医師また

は小児科医師が少ないことをふまえ、周産期医療または小児医療の提供体制の整

備について特に配慮が必要な医療圏として考えるものとします。 
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図表 4-3-1 産科における医師偏在指標（周産期医療圏） 

 

（※）二次医療圏に対応するゾーンを記載  

（参考）都道府県  ： 32位～ 47位 相対的医師少数都道府県 

    周産期医療圏：192186位～284278位 相対的医師少数区域 

資料：厚生労働省「産科医師偏在指標に係るデータ集」 

 

 

図表 4-3-2 産科における医師偏在指標（都道府県） 

資料：厚生労働省「産科医師偏在指標に係るデータ集」 
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図表 4-3-3 小児科における医師偏在指標（小児医療圏） 

 

（※）二次医療圏に対応するゾーンを記載  

（参考）都道府県  ： 32位～ 47位 相対的医師少数都道府県 

    小児医療圏 ： 208206位～311307位 相対的医師少数区域 

資料：厚生労働省「小児科医師偏在指標に係るデータ集」 

 

 

図表 4-3-4 小児科における医師偏在指標（都道府県） 

 
資料：厚生労働省「小児科医師偏在指標に係るデータ集」 
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４ 産科・小児科における医師確保計画 

（１）産科・小児科における医師確保計画の考え方 

○ 産科・小児科の医師確保計画については、産科・小児科のそれぞれについて都道府

県ごと、周産期医療圏および小児医療圏ごとに定めます。  

○ 産科・小児科の医師偏在指標の値を全国一律に比較した上で相対的医師少数区域

を設定することで医師の偏在の状況を把握します。さらに、医療圏ごとに、産科・

小児科における医師偏在指標の大小等をふまえ方針を定めます。 

○ 産科・小児科における医師確保計画は、３年（令和２（2020）年度から開始される

医師確保計画については４年）ごとに見直すこととし、見直しにあたっては産科・

小児科における医師確保の方針と施策の妥当性等を検討し、課題を抽出した上で

次回の産科・小児科における医師確保計画を作成します。  

○ 産科・小児科における医師確保計画を策定する際は、周産期医療および小児医療に

係る課題に対する対応について、適切に産科・小児科における医師確保計画へ反映

することができるよう、三重県地域医療対策協議会での協議とともに、三重県医療

審議会周産期医療部会および三重県小児医療懇話会部会において協議を行います。 

 

（２）産科・小児科における医師確保の方針 

  ア 相対的医師少数区域等 

○ 産科医師または小児科医師が相対的に少なくない医療圏においても、その労

働環境に鑑みれば、産科医師または小児科医師が不足している状況もみられ

ることから、相対的医師少数区域においては、相対的医師少数区域以外からの

医師派遣のみにより産科・小児科医師の地域偏在の解消をめざすことは適当

ではないと考えられます。また、産科・小児科においては、医療圏を越えた連

携等を行ってきたことから、外来医療と入院医療の機能分化・連携に留意しつ

つ、医療圏を越えた連携によって、産科・小児科医師の地域偏在の解消を図り

ます。  

○ 上記の対応に加え、医師を確保することによって医師の地域偏在の解消を図

ることとします。具体的な短期的施策としては、キャリア形成プログラムに基

づく地域枠医師等の派遣調整や専攻医の確保を行います。この際、医師の勤務

環境やキャリアパスについて配慮を行います。 

  イ 相対的医師少数区域等以外 

 産科医師または小児科医師が相対的に少なくない医療圏においても、その労働

環境に鑑みれば、産科医師または小児科医師が不足している状況もみられること

から、当該医療圏における医療提供体制の状況に鑑みた上で、医師の確保を図り

ます。 

  ウ その他個別に検討すべき事項 

○ 患者の重症度、新生児医療について 

▪ 周産期母子医療センター、小児中核病院、小児地域医療センター、特定機

能病院等は、より高度または専門的な医療の提供を担っており、そのよう

な医療機関が存在する医療圏は、産科・小児科における医師偏在指標によ

る医師数よりも、実際には多くの医師が必要となることが想定されます。 

▪ 新生児に対して高度・専門的な医療を提供する体制については、地域の実

情に応じて重点化・機能分化が進められているため、これらをふまえた検

討を行います。 
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  エ 将来推計について 

 周産期医療・小児医療ともに、少子高齢化が進む中で急速に医療需要の変化が

予想される分野であり、将来の見通しについて検討することが必要です。ただ

し、今回定めることとする産科・小児科医師偏在指標は暫定的な指標として取り

扱うことをふまえ、比較的短期間の推計として、医師確保計画の計画終了時点で

ある、令和５８（20232026）年の医療需要の推計も参考としながら産科・小児科

における医師偏在対策を講じることとします。 

  ①産科 

産科については、現時点で医療圏ごとの分娩数の将来推計がないため、代替指

標として、医療圏ごとの分娩数の将来推計と現時点の０－４歳人口との比を用

いて、令和５８（20232026）年における医療圏ごとの分娩数の推計を行いま

す。 

  ②小児科 

小児科については、医療圏ごとの将来人口推計から、令和５８（20232026）年

の年少人口を算出し、性・年齢階級別の受療率を用いて調整した上で、医療圏

ごとの医療需要の推計を行います。 

 

（３）産科・小児科における偏在対策基準医師数 

○ 産科・小児科における医師偏在指標が、計画終了時点で相対的医師少数都道府

県・相対的医師少数区域の基準値（下位33.3％）に達することとなる医師数を

産科・小児科における偏在対策基準医師数として示します。（図表4-4-1～4-

4-2） 

○ 産科・小児科における偏在対策基準医師数は、医療需要に応じて、厚生労働省

において機械的に算出される数値であるため、目標医師数（確保すべき医師数

の目標）とはしません。 
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図表 4-4-1 産科における医師確保の方針 

〇三重県 

・三重県の令和５８（20232026）年偏在対策基準医師数（下位33.3％値） 128102人 

 

〇周産期医療圏 

（※）二次医療圏に対応するゾーンを記載 

・二次医療圏の令和５８（20232026）年偏在対策基準医師数（下位33.3％値） 

 北勢 4939人、中勢伊賀2823人、南勢志摩2620人、東紀州1人 

資料：厚生労働省「産科医師偏在指標に係るデータ集」 

 

 

  

都道府県 

産科 

医師数 

（人） 

産科医師 

偏在指標 

相対的 

医師少数 

都道府県 

医師確保の方針 

三重県 163137 12.910.8 ― 
・ゾーン体制による連携 

・医師の増加を図る 

二次 

医療圏 

周産期 

医療圏 

（※） 

産科 

医師数 

（人） 

産科医師 

偏在指標 

相対的 

医師少数 

区域 

医師確保の方針 

北勢 ゾーン１ 6652 11.28.9 ― 
・ゾーン体制による連携 

・医師の増加を図る 

中勢 

伊賀 
ゾーン２ 5954 17.715.6 ― 

・ゾーン体制による連携 

・医師の増加を図る 

南勢 

志摩 
ゾーン３ 3530 10.39.0 ― 

・ゾーン体制による連携 

・医師の増加を図る 

東紀州 ゾーン４ 32 16.610.3 ― 
・ゾーン体制による連携 

・医師の増加を図る 
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図表 4-4-2 小児科における医師確保の方針 

〇三重県 

・三重県の令和５８（20232026）年偏在対策基準医師数（下位33.3％値） 197208人 

 

〇小児医療圏 

（※）二次医療圏に対応するゾーンを記載  

・二次医療圏の令和５８（20232026）年偏在対策基準医師数（下位33.3％値） 

 北勢7780人、中勢伊賀5860人、南勢志摩3233人、東紀州3人 

資料：厚生労働省「小児科医師偏在指標に係るデータ集」 

 

 

（４）産科・小児科における施策 

 ア 基本的な考え方 

○ 産科医師または小児科医師が相対的に少なくない医療圏においても、その労働環

境に鑑みれば、産科医師または小児科医師が不足している状況もみられることや、

産科・小児科における医師確保の方針をふまえて、産科・小児科における医師確

保のための施策を定めます。 

○ 具体的には、二次医療圏を越えたゾーン体制による医療の提供体制をふまえた産

科医師・小児科医師を増やすための施策等を県全体で取り組みます。 

 イ 施策の内容 

  ① 産科・小児科における医師の派遣調整等 

○ 関係機関と連携し、産科・小児科における地域枠医師等のキャリア形成プログ

ラムに基づく派遣調整等を通じて、医師確保の方針をふまえた地域の医師確

保を図ります。 

都道府県 

小児科 

医師数 

（人） 

小児科 

医師偏在指標 

相対的 

医師少数 

都道府県 

医師確保の方針 

三重県 208233 92.5107.8 〇 
・ゾーン体制による連携 

・医師の増加を図る 

二次 

医療圏 

小児 

医療圏 

（※） 

小児科 

医師数 

（人） 

小児科 

医師偏在指標 

相対的 

医師少数 

区域 

医師確保の方針 

北勢 ゾーン１ 6984 66.785.1 〇 

・ゾーン体制による連携 

・特に配慮が必要な区域として 

 医師の増加を図る 

中勢 

伊賀 
ゾーン２ 9099 123.7142.8 ― 

・ゾーン体制による連携 

・医師の増加を図る 

南勢 

志摩 
ゾーン３ 4446 99.8107.4 ― 

・ゾーン体制による連携 

・医師の増加を図る 

東紀州 ゾーン４ 54 119.2110.9 ― 
・ゾーン体制による連携 

・医師の増加を図る 
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○ 地域枠医師等の派遣先医療機関の選定にあたっては、当該医療機関の医療需

要や、医師のキャリア形成に配慮しつつ、三重県地域医療対策協議会および同

医師派遣検討部会において協議します。 

  ② 専攻医等の確保 

医学生や臨床研修医に対して、専攻医の確保に必要な情報提供を行います。 

  ③ キャリア形成プログラム 

三重県地域医療支援センターにおいて、産科および小児科のキャリア形成プロ

グラムを策定し、医師修学資金を貸与した地域枠医師等が、卒業後、地域貢献

と専門的な技術・知識を獲得し適切な臨床経験を積むことの両立ができるよう

キャリア形成のための支援を行います。 

  ④ 三重県医師修学資金貸与制度 

三重県医師修学資金貸与制度の運用を通じて、将来県内医療機関で勤務する産

婦人科医や小児科医など、専門医の育成・確保を図ります。 

  ⑤ 地域医療介護総合確保基金の活用 

○ 産科医等確保支援事業 

分娩施設の開設者が、産科医等に分娩手当等を支給する事業に対して補助を

行い、処遇改善を通じて産科医療機関および産科医等の確保を図ります。 

○ 産科医等育成支援事業 

分娩施設の開設者が、臨床研修修了後の専門的な研修において、産科を選択

する医師に研修医手当等を支給する事業に対して補助を行うことで、将来の

産科医療を担う医師の育成を図ります。 

○ 新生児医療担当医確保支援事業 

医療機関におけるＮＩＣＵ（診療報酬の対象となるものに限る。）において、

新生児医療に従事する医師に手当を支給する事業に対して補助を行うことに

より、新生児医療担当医の処遇改善を図ります。 

○ 小児科医確保事業補助金 

小児救急輪番制等に参加する病院に対し、当番日に小児科医が当直した場合

に要する経費について補助を行い、小児科医の確保を図ります。 

○ 小児救急医療支援事業 

病院群輪番制病院が非常勤の小児科医を雇用した場合等に必要な経費につい

て補助を行い、小児科の救急医療体制を支援します。 

○ 小児救急地域医師研修事業 

小児救急医療研修の実施に要する経費について補助を行い、小児科の救急医

療体制を支援します。 

○ 産科・小児科専門医確保対策事業 

医学生に産婦人科や小児科の魅力を伝えるセミナーや、臨床研修医に対する

専門研修プログラムの説明会を実施するなど、将来における産科・小児科の専

門医の確保を図ります。 
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第５章 医師確保計画の効果の測定・評価 

 

○ 医師確保計画の効果については、計画終了年度において、活用可能な最新データから

医師偏在指標の値の見込みを算出し、これに基づいて測定・評価を行います。 

○ 医師確保計画の効果測定・評価の結果については、三重県地域医療対策協議会におい

て協議を行い、次期医師確保計画の策定・見直しに反映させます。 

○ また、計画終了時に、地域枠医師等の定着率および派遣先を把握し、義務履行率、定

着率の改善がみられるか否か、医師少数区域等の勤務状況等について把握を行いま

す。 

○ 医師確保計画の効果の測定・評価結果をふまえ、県、二次医療圏、構想区域ごとに医

師確保の状況等について比較を行い、課題を抽出し、取組の見直しを行います。 
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用語解説 

 

用 語 

 か  

キャリア形成卒前支援プラン 

 

 

 

 

 

キャリア形成プログラム 

 

 

 

 

 

キャリアサポート制度 

 

 

 

 

 

 さ  

自治医科大学義務年限 

 

 

 

｢女性が働きやすい医療機関｣

認証制度 

 

 

 

 

 

専攻医 

 

 

 

専門医制度 

 

 

 

 

 

意 味 

 

三重県医師修学資金の貸与を受けた地域枠等の学生

等に対して、地域医療や将来の職業選択に対する意

識の涵養を図り、対象学生が学生の期間を通じて、

地域医療に貢献するキャリアを描けるように支援す

ることを目的として策定するプランです。 

 

医師不足や医師の地域偏在の解消と、専門医の取得

といった医師の能力開発・向上の両立を図るため、

医学部卒業後９年間のキャリア形成を定めたもので、

診療科や就業先となる医療機関別に様々なコースを

示したものです。  

 

自治医科大学を卒業し義務年限を終了した医師など

を県職員として採用し、過疎三法の指定区域内にあ

る公立病院やへき地診療所などに派遣する制度で

す。（平成 17（2005）～平成 21（2009）年度まで

は、ドクタープール制度といいました。） 

 

 

自治医科大学の卒業生が医師免許を取得後、県が指

定するへき地医療機関等に義務的に勤務する期間の

ことで、在学年数の 1.5 倍の期間とされています。 

 

女性の医療従事者が働きやすい職場環境づくりの促

進を図るため、平成 27（2015）年度に全国で初め

て三重県が創設した認証制度をいいます。妊娠時・

子育て時の当直免除、短時間勤務に係る制度整備や

保育施設の整備など、勤務環境の改善に積極的に取

り組んでいる医療機関を県が認証します。 

 

専門医制度において、専門研修プログラムに登録

し、専門医の取得に向けて研修中の医師をいいま

す。 

 

各学会が専門医を認定する従来の制度に替わり、一

般社団法人日本専門医機構が認定した専門研修プロ

グラムによって専門医を認定する新たな制度とし

て、平成 30（2018）年 4月から実施されました。

専門医として認定されるには、３～５年程度の専門

研修プログラムを終了し、試験に合格する必要があ

ります。 
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総合診療医 

 

 

 

 

 

 

 

 た  

地域医療枠 

 

 

 

 

 

地域枠Ａ・Ｂ 

 

 

 

 

 は  

バディ・ホスピタル・システ

ム 

 

へき地医療支援機構 

 

 

 

 

 

 

 ま  

マッチング 

 

 

 

三重県医師修学資金貸与制度 

 

 

 

 

 

 

日常的に頻度が高く、幅広い領域の疾病と傷害等に

ついて、適切な初期対応と必要に応じた継続的な診

療を全人的に提供するとともに、地域のニーズをふ

まえた疾病の予防、介護、看とりなど保健・医療・

介護・福祉活動に取り組み、人びとの命と健康に関

わる幅広い問題について適切に対応できる医師をい

います。 

 

 

本県出身者を対象として、県内の地域医療に貢献す

る意志のある三重大学医学部医学科の一般入学枠を

いいます。（平成 22（2010）年度～29（2017）年

度入学者までは出身都道府県を問いませんでし

た。） 

 

本県出身者を対象として、県内の地域医療に貢献す

る意志のある三重大学医学部医学科の推薦入学枠を

いいます。なお、地域枠Ｂは、県内の医師不足地域

の出身者を対象としています。 

 

 

本県における都市部の医療機関から医師不足地域の

医療機関に医師を派遣する制度をいいます。 

 

国の「第９次へき地保健医療計画」に基づき各県に

設置することが求められている機関で、本県では平

成 15（2003）年度より、「三重県へき地医療支援

機構」を県庁内に設置し、専任担当官（へき地での

勤務経験を有する医師）を配置してへき地医療対策

の各種事業を円滑かつ効果的に実施しています。 

 

 

臨床研修を受けようとする者（医学生等）の研修希

望と、臨床研修を行う病院（研修病院）側の希望を

ふまえて、組み合わせを決定することをいいます。 

 

県内の地域医療を支える若手医師の育成・確保を目

的として、医学生を対象に修学資金を貸与する制度

です。卒後にキャリア形成プログラムに基づき県内

の指定する医療機関に勤務することで返還免除とな

ります。 
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三重県医療勤務環境改善支援

センター 

 

 

 

 

三重県専門研修医研修資金貸

与制度 

 

 

 

 

 

 

 

三重県地域医療研修センター

（ＭＥＴＣＨ） 

 

 

 

 

 

三重県地域医療支援センター 

 

 

 

 

 

 

 

三重県臨床研修医研修資金貸

与制度 

 

 

 

 

 ら  

臨床研修 

 

 

 

 

 

「医療法」に基づき、医療従事者の勤務環境改善に

係る拠点機能の確保を目的として、都道府県が設置

に努めなければならないとされた組織をいいます。

本県では、平成 26（2014）年 8月に全国で３番目

に設置しました。 

 

指定専門研修（三重大学や県内中核病院などが作成

した専門研修プログラムのうち、知事が指定した研

修プログラム）を受けている卒後おおむね 10 年以

内の医師を対象に、県内の地域医療を支える勤務医

や指導医の育成および確保を目的として研修資金を

貸与する制度をいいます。研修修了後、貸与期間の

1.5 倍の期間を県内の救急告示病院等に勤務するこ

とで返還免除となります。 

 

医学生・研修医に対して、地域医療に関する実践的

な研修を提供し、将来的に地域医療を担う医師を育

成するため、平成 21（2009）年 4 月に三重県が紀

南病院内に開設した研修センターです。 

※ＭＥＴＣＨ：Mie Education and Training 

Center for Community Health の略。 

 

平成 24（2012）年 5月、県内の医師の地域偏在の

解消等を目的に、県庁内に設置し、あわせて分室を

三重大学内に設置しました。県内の医療機関や医師

会、市町、三重大学等と連携して、若手医師のキャ

リア形成支援と医師不足病院における医師確保支援

を一体的に行う仕組みづくり等の取組を進めていま

す。 

 

県内の病院に勤務する臨床研修医を対象に、県内の

地域医療を支える若手医師の育成・確保を目的とし

て研修資金を貸与する制度をいいます。研修修了

後、3年間を県内の救急告示病院等に勤務すること

で返還免除となります。 

 

 

診療に従事しようとする医師は、医師免許取得後、

医師法に基づく２年以上の臨床研修を受けなければ

ならないとする制度で、平成 16（2004）年 4月か

ら必修化されました。 
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臨床研修病院 

 

 

 

 

 

 Ｍ  

ＭＭＣ卒後臨床研修センター 

 

 

 

 

 

ＭＭＣプログラム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

診療に従事しようとする医師が、医師免許取得後受

けることとなる臨床研修において、基本的な診療能

力を身につけるための研修を提供することができ

る、厚生労働省の指定を受けた病院です。 

 

 

 

臨床研修医や指導医、臨床研修病院等を対象とし

て、臨床研修を円滑に行うための事業を実施するこ

とを目的に、県内の関係医療機関が共同で設立した

ＮＰＯ法人です。 

※ＭＭＣ：Mie Medical Complex の略。 

 

県内の臨床研修病院における、それぞれの特徴を活

かした臨床研修プログラムのことをいいます。すべ

ての臨床研修病院は、互いに連携しており、臨床研

修医は自由選択の期間に約 200 科の研修枠からＭＭ

Ｃプログラムによる研修を受けることができます。 
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第８次医療計画における 

へき地医療対策の素案について 
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第１回 地域医療対策協議会でのポイント 

１ 医師確保 

 へき地における医師確保の取組は、医師確保計画との整合性を図りながら、

策定を進める。 

 へき地における医師確保のため、地域医療支援センターとの連携を強化して

いく。 

２ 遠隔医療・オンライン診療 

 県は、へき地の医療機関による遠隔医療・オンライン診療の活用・導入への

支援を行う。 

 へき地医療拠点病院の巡回診療等の取組として、オンライン診療により実施

されたものも実績に含める。 

  

３ ロジックモデルの導入 

 次期医療計画(へき地医療対策)においては、ロジックモデルの考え方を基に、

「めざす姿」やその指標（数値目標）を検討する。 

 最終アウトカム＝「めざす姿」 

今回の協議事項 

 上記事項の反映及び、第 7次医療計画の記述の見直しや時点修正に基づき、第８

次医療計画（へき地医療対策）の素案を策定することについて協議を行いたい。 

 

※黄色網掛け部分・・・第 7次医療計画からの変更点 
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第８節│へき地医療対策 

１．へき地医療の現状  

（1） へき地*医療の概況 

○ 県内では、「過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法」、「離島振興法」、「山村振興

法」の指定地域1において、医療機関や医師の数が他地域に比べて著しく不足していること

から、市町が中心となってへき地診療所*を設置し、住民に対する医療の提供を行っていま

す。 

○ 令和５（2023）年７月末現在、過疎地域や離島にある 24か所の市町立診療所、２か所の国

保診療所、２か所の民間診療所をへき地診療所として指定しています。 

○ これら 28 か所のへき地診療所のうち常勤医師が勤務する診療所は 17 か所であり、その他

の診療所は兼任管理や巡回診療*等により診療が行われています。 

○ 県が指定するへき地医療拠点病院*は、令和５（2023）年７月現在、紀南病院、尾鷲総合病

院、県立志摩病院、伊勢赤十字病院、済生会松阪総合病院、松阪市民病院、松阪中央総合

病院、県立総合医療センター、県立一志病院、ヨナハ丘の上病院の 10病院です。 

○ 県内には過疎地域を中心として無医地区*が１地区（１市）、無医地区に準じる地区*が２地

区（１市１町）あり、無歯科医地区*が５地区（２市）、無歯科医地区に準じる地区*が４地

区（１市）となっています。巡回診療等により対応しています。 

                            
1
 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法、離島振興法、山村振興法における指定地域は以下のとおりです。 

津市（一部）、松阪市（一部）、名張市（一部）、尾鷲市、亀山市（一部）、鳥羽市、熊野市、いなべ市（一部）、志摩

市、伊賀市（一部）、多気町（一部）、大台町、度会町（一部）、大紀町、南伊勢町、紀北町、御浜町（一部）、紀宝町

（一部） 
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図表 ５-８-１ 県内のへき地診療所 

市町 診療所 区分 住所地 
常勤医 
の有無等 

津市 
津市家庭医療クリニック 国保 津市美杉町奥津 有 

洗心福祉会美杉クリニック 民間 津市美杉町下之川 有 

伊賀市 
伊賀市国民健康保険 

阿波診療所 
国保 伊賀市猿野 有 

松阪市 
松阪市森診療所 市立 松阪市飯高町森 有 

松阪市波瀬診療所 市立 松阪市飯高町波瀬 無※ 

大台町 
大台町報徳診療所 町立 多気郡大台町江馬 有 

大台町大杉谷診療所 町立 多気郡大台町久豆 無※ 

鳥羽市 

鳥羽市立長岡診療所 市立 鳥羽市相差町 有 

鳥羽市立桃取診療所 市立 鳥羽市桃取町 有 

鳥羽市立菅島診療所 市立 鳥羽市菅島町 有 

鳥羽市立神島診療所 市立 鳥羽市神島町 有 

鳥羽市坂手診療所 市立 鳥羽市坂手町 有 

鳥羽市立鏡浦診療所 市立 鳥羽市浦村町 無※ 

鳥羽市立鏡浦診療所 

石鏡分室 
市立 鳥羽市石鏡町 無※ 

鳥羽市立鏡浦診療所 

今浦分室 
市立 鳥羽市浦村町 無※ 

南伊勢

町 

宿田曽診療所 町立 度会郡南伊勢町田曽浦 有 

阿曽浦診療所 町立 度会郡南伊勢町阿曽浦 休診中 

南伊勢町立古和浦 

へき地診療所 
町立 度会郡南伊勢町古和浦 無※ 

南島メディカルセンター 町立 度会郡南伊勢町慥柄浦 有 

尾鷲市 九鬼脳神経クリニック 民間 尾鷲市九鬼町 有 

熊野市 

熊野市立五郷診療所 市立 熊野市五郷町寺谷 有 

熊野市立神川へき地診療所 市立 熊野市神川町神上 無※ 

熊野市立育生へき地 

出張診療所 
市立 熊野市育生町長井 無※ 

熊野市立紀和診療所 市立 熊野市紀和町板屋 有 

熊野市立上川診療所 市立 熊野市紀和町和気 無※ 

熊野市立楊枝出張診療所 市立 熊野市紀和町楊枝 無※ 

御浜町 尾呂志診療所 町立 南牟婁郡御浜町上野 有 

紀宝町 紀宝町立相野谷診療所 町立 南牟婁郡紀宝町井内 有 

資料：三重県調査（令和５年７月末現在） 

  「無※」 兼任管理・非常勤医師等により対応。 
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図表 ５-８-２ 県内のへき地医療機関（医師が常勤している施設）、へき地医療拠点病院 

       

 

 

 

  

阿波診療所 

報徳診療所 

桃取診療所 

 

 神島診療所 

菅島診療所 

宿田曽診療所 

九鬼脳神経クリニック 

相野谷診療所 

紀和診療所 

尾呂志診療所 

長岡診療所 

紀南病院 

尾鷲総合病院 

美杉クリニック 

県立総合医療センター 

伊勢赤十字病院 

済生会松阪総合病院 

松阪市民病院 

松阪中央総合病院 

県立一志病院 

県立志摩病院 

ヨナハ丘の上病院 
 

町立南伊勢病院 

● へき地診療所（病院） 
◆ へき地医療拠点病院 

南島メディカルセンター 

資料：三重県調査（令和５年８月末現在） 

五郷診療所 

津市家庭医療クリニック 

森診療所 
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図表 ５-８-３ 県内の無医地区 

二次医療圏 市町 地区 
人口（人） 無医 

地区 
無歯科医 
地区 H26年度 R元年度 R4年度 

中勢伊賀 
津市 

（旧美杉村） 
太郎生 958 747 672 ○ 

 

南勢志摩 

鳥羽市 神島町 401 336 302 
 

○ 

志摩市 
志摩町 

和具（間崎） 
－ 69 59 △ 

 

東紀州 

熊野市 
（旧紀和町） 

上川 161 131 115 
 

○ 

西山 236 181 166 
 

○ 

熊野市 

神川 327 280 235 
 

〇 

育生 231 203 176 
 

〇 

飛鳥 1,279 1,126 1,053 
 

△ 

新鹿 1,398 1,255 1,156 
 

△ 

荒坂 489 429 375 
 

△ 

五郷 802 706 654 
 

△ 

紀宝町 浅里 64 52 47 △ 
 

○：無医地区、△：無医地区に準じる地区             資料：三重県調査（令和 4 年 10 月末現在） 

 

（2） へき地の医療提供体制 

① へき地医療提供体制の維持、確保 

○ へき地医療対策を円滑かつ効果的に実施するため、平成 15（2003）年度に「三重県へき地

医療支援機構*」を設置しました。へき地医療支援機構には、へき地医療勤務経験のある医

師を専任担当官として配置し、年度ごとのへき地医療に係る事業の実施や各関係機関との

連携や連絡調整を行い、へき地における医療提供体制の整備を支援しています。 

○ へき地医療支援機構では、医学生および若手医師、へき地医療関係者を対象としたへき地

医療研修会やへき地医療体験実習などを開催するほか、へき地医療の意義や魅力について

も情報発信しています。 

○ 県が指定するへき地医療拠点病院では、へき地医療支援機構の調整のもと、無医地区等に

対し巡回診療*および、へき地診療所等への代診医*派遣等を行っています。代診医派遣は、

へき地医療機関に勤務する医師がスキルアップのために研修に参加したり、休暇を取得し

てリフレッシュするなど、医師のキャリアアップやモチベーションの維持等、ひいては、

へき地の医療提供体制を維持・確保するために重要な事業となっています。代診医派遣に

ついては、現状（令和４年度実績）100％の応需率*となっています。 

○ 巡回診療については、県立志摩病院、町立南伊勢病院、熊野市立紀和診療所が隔週、熊野

市立紀和診療所（神川、育生地区）、津市家庭医療クリニックが毎週、紀南病院（浅里地区）

が毎月、ヨナハ丘の上病院が月 6回の頻度でそれぞれ実施しています。 
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図表 ５-８-４ 巡回診療等の実施状況 

実施頻度 実施主体 対象地区 

隔週 

県立志摩病院 
志摩市 志摩町和具 

（間崎）地区 

熊野市立紀和診療所 

熊野市 西山地区 

熊野市 小森地区 

熊野市 小船地区 

熊野市 上川地区 

熊野市 楊枝地区 

町立南伊勢病院 南伊勢町 古和浦地区 

毎週 

津市家庭医療クリニック 津市 伊勢地地区 

熊野市立紀和診療所 
熊野市 神川地区 

熊野市 育生地区 

月 6回 ヨナハ丘の上病院 津市 太郎生地区 

毎月 紀南病院 紀宝町 浅里地区 

資料：三重県調査（令和５年８月末現在） 

 

 

図表 ５-８-５ へき地医療拠点病院からへき地診療所等への代診医の派遣実績の推移 

（単位：件） 

派遣元 所在地 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 

県立総合医療センター 四日市市 3 4 0  3  3 2  1 0 1  0  

県立志摩病院 志摩市 48 29 18 5  5 3 2 1 1 1  

紀南病院 御浜町 0  0  0  0 0  1  3  0  0  0 

尾鷲総合病院 尾鷲市 0  0  0  0 0  0  0  0  0  0 

伊勢赤十字病院 伊勢市 12 13 7 4 3 3 2 1 2 2 

三重病院 津市 0  0  0  0 0 0  0  0  0  0 

済生会松阪総合病院 松阪市 4 6 4 4 2 2 1 0 2 2 

松阪市民病院 松阪市 3 7 2 3 2  1 1 1 1 2 

県立一志病院 津市 －  2 4 4 3  3  6  0 0 0 

松阪中央総合病院 松阪市 － － － － － － － 2 2 1 

派遣実績 合計 70 61 35 23 18 15 16 5 9 8 

資料：三重県調査 

 

○ へき地診療所の運営費や、診療所および医師住宅の新築・改築、医療機器の整備について、

必要に応じ、一定の条件のもとに補助を行っています。また、へき地医療拠点病院に対し

て、巡回診療や代診医派遣等の実績や地域の実情に応じて、施設・設備の整備および運営

費について補助を行っています。 

○ 医師不足地域に対する診療支援のため、平成 21（2009）年度から、医師不足地域の病院（へ
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き地医療拠点病院を含む）に対して、他地域の基幹病院から一定期間医師を派遣する取組

（三重県版医師定着支援システム（バディ・ホスピタル・システム*））を実施しています。

県では、こうした取組を推進するため、支援病院、被支援病院に対して一定の財政的支援

を行っています。平成 21（2009）年 10 月以降、伊勢赤十字病院から尾鷲総合病院へ常勤

医師１人が継続して派遣されています。 

 

○ 平成 22（2010）年度から、県と三重大学が連携し、安全・安心かつ切れ目のない医療提供

体制の充実、病診連携の推進をめざし、「三重医療安心ネットワーク（地域医療連携システ

ム）」の整備を進めています。へき地においても、県内の医師不足により、へき地での医療

体制の充実が困難な中、へき地医療機関と後方病院との連携が不可欠になっており、本県

では「三重医療安心ネットワーク」の整備について、へき地医療機関も含めて推進してい

ます。令和５（2023）年６月末現在、７か所のへき地診療所が、患者の同意を得た上で、

薬の処方や血液検査の結果、レントゲンやＣＴの画像といった医療情報を閲覧できる施設

としてネットワークに参加しています。 

○ 県では、県全域の三次救急医療体制の充実を目的として、平成 24（2012）年２月に、県独

自のドクターヘリを導入しました。基地病院となる三重大学医学部附属病院と伊勢赤十字

病院から東紀州地域までの範囲について、おおむね 30分の所要時間で搬送することが可能

となりました。平成 24(2012)年３月から、令和５（2023）年３月までの累計実績で、東紀

州地域では 527件の救急出動と 372件の病院間搬送が実施されました。 

○ へき地での在宅訪問歯科診療の充実をめざして、県および郡市歯科医師会が連携し、歯科

医療関係者への研修や在宅歯科診療を行うための設備整備など、安全・安心な歯科医療が

行われるための体制整備を行っています。 

 

② 医師不足地域に関わる医師・看護職員の育成、確保 

○ 県内の人口 10万人あたりの医療施設従事医師数は全国平均と比べ少なく、特に、伊賀区域

や伊勢志摩区域（伊勢市を除く）、東紀州区域で医師の慢性的な不足が続いています。 

○ また、県内の人口 10万人あたりの看護師数も増加しているものの、依然として全国平均と

比べ少ない状況が続いており、特に、伊賀区域や伊勢志摩区域（伊勢市を除く）、東紀州区

域で看護師の数が少なくなっています。 

 

図表 ５-８-６ 全国、県、主な医師不足地域の比較（人口 10万人あたり） 

 

【医師数】 （単位：人／10 万人） 

全 国 三重県全体 伊賀区域 
伊勢志摩区域 

（伊勢市を除く） 
東紀州区域 

256.6 231.6 146.5 117.0 165.6 

資料：厚生労働省「令和 2年 医師・歯科医師・薬剤師統計」、三重県「月別人口調査」（令和 2年 10月１日現在） 
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【看護師数】 （単位：人／10 万人） 

全 国 三重県全体 伊賀区域 
伊勢志摩区域 

（伊勢市を除く） 
東紀州区域 

1015.4 1009.2 773.8 511.0 874.0 

資料：厚生労働省「令和 2年 衛生行政報告例」、三重県「月別人口調査」（令和 2年 10月１日現在） 

 

 

○ へき地医療機関に勤務する医師については、これまで、自治医科大学義務年限内医師*の配

置や、義務年限終了後医師を引き続き県職員として雇用し、へき地へ派遣するキャリアサ

ポート制度*（旧ドクタープール制度）等により確保に努めています。 

○ へき地を含む地域医療の担い手の育成に向けて、三重大学医学部医学・看護学教育センタ

ー*、市町村振興協会、県の３者が連携し、地域医療の確保、地域への定着をめざし、全 29

市町での地域基盤型保健医療教育実習、へき地・離島医療機関での診療見学実習、医学部

医学科 1 年生全員を対象とした「国際保健と地域医療」講義等により、三重大学医学部に

おける地域医療教育の充実に取り組んでいます。 

○ 地域医療の担い手育成に向けて、平成 21（2009）年４月に県が紀南病院に設置した、「三

重県地域医療研修センター（METCH））*」では、“へき地は医者をステキにする”を合言葉

に、若手医師、医学生に対して実践的な地域医療研修を提供しています。令和４(2022)年

度までに、県内・県外の病院から、353 名の研修医を受け入れています。受入れ先の医療

機関は、紀南病院、熊野市立紀和診療所、町立南伊勢病院、鳥羽市立桃取診療所、鳥羽市

立神島診療所、紀宝町立相野谷診療所の６か所となっています。 

 

図表 ５-８-７ 三重県地域医療研修センター 研修医受入れ実績 

（単位：人） 

  H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 

県内病院 
研修医 

12 17 14 3 14 20 23 27 

県外病院 
研修医 

13 10 9 5 2 0 0 0 

年度合計 25 27 23 8 16 20 23 27 

受入れ総数 209 236 259 267 283 303 326 353 

資料：三重県調査 

 

○ 三重大学では、平成 18（2006）年度から地域医療に従事する医師の増加を目的とした推薦

入試枠の「地域枠」が設けられるとともに、平成 20（2008）年度からは三重大学医学部の

定員増が行われました。また、平成 21（2009）年度からは、へき地および医師不足地域か

らの推薦枠となる「地域枠Ｂ*」が設けられており、令和５(2023)年度までの地域枠入学者

は、541 名となっています。これら地域枠の学生には、将来の地域医療の担い手として、

大きな期待が寄せられています。加えて、診療科偏在の問題に対処するため、地域枠Ｂの

令和６(2024)年度の入学者からは、診療科指定（内科、外科、救急科、総合診療科）が設

けられます。 

○ 平成 16（2004）年度から、医師不足地域の医療機関等における医師の確保を目的として創
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設した三重県医師修学資金貸与制度*においても、地域枠医師のサポートと、推薦地域への

定着を目的として、積極的に修学資金を貸与しています。修学資金を貸与した医師は、卒

後一定期間、推薦地域をはじめとする、県内の医療機関で業務に従事すれば貸与金の返還

を免除することとしています。 

○ へき地等における医療の確保と質の向上に資することを目的として、自治医科大学に毎年

２～３人の三重県の入学枠を設けています。卒業し、県内での臨床研修を修了した後に県

職員として雇用し、義務年限を終了するまでの間、県内のへき地医療機関等に派遣してい

ます。 

○ また、自治医科大学卒業医師を義務年限終了後も、引き続き県職員として雇用し、へき地

医療機関等へ派遣する「ドクタープール制度」を平成 17（2005）年度から整備しましたが、 

平成 22（2010）年度から、へき地で勤務する医師のキャリア形成支援をより充実させ、利

用者の拡充を図るため、「キャリアサポート制度*」に改め、これまでに 15人の医師を確保

しました。 

令和５（2023）年度は、自治医科大学義務内医師 14 人とキャリアサポート医師５人の計

19人を６市町７医療機関およびへき地医療支援機構に配置しています。 

○ 平成 23（2011）年度より、地域で活躍する総合診療医の確保を目的に、三重大学、地域の

医療機関等が参画するネットワークの構築や人材育成を支援しています。 

○ 平成 28（2016）年より「三重県プライマリ・ケアセンター」を県立一志病院に設置し、へ

き地等で活躍が期待されるプライマリ・ケアエキスパートナースの育成に取り組んでいま

す。 

○ 今後も県内で勤務を開始する三重県医師修学資金貸与医師等の増加が見込まれることから、

県では、平成 24（2012）年５月に「三重県地域医療支援センター」を設置し、若手医師を

対象とした医師のキャリア形成支援とへき地等医師不足病院における医師確保支援を一体

的に取り組んでいます。 

 

 

 

 

２．課題と対応の方向性  

（1） へき地等の医療提供体制の維持・確保 

○ へき地診療所等で勤務する医師の確保については困難な状況が続いており、現在勤務する

医師の高齢化が進む中、今後の後任医師の確保が課題になると予測されます。また、過疎

化の進行とともにへき地診療所等の患者数が年々減少しており、へき地診療所等の運営状

況も厳しくなることが予想されるため、医師確保と運営状況両方の点で体制の見直しが必

要です。 

○ へき地の医療提供体制を維持・確保するためには、へき地で勤務する医師の確保のほかに、

へき地診療所で勤務する医師を効率よく適正に配置し、例えば、複数の医師によるチーム

で複数の診療所を診るといった、地域を「点から面で支える」医療提供体制の確立が必要

です。また、患者の受診機会の確保の点からも、へき地におけるオンライン診療の有効性
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や適合性等の検討が必要です。 

○ へき地医療拠点病院の主たる事業の一つである、代診医派遣の実績について、コロナ禍で

学会等のオンライン開催が増えたため、令和２年度から代診医の派遣依頼要請が大きく減

少したものの応需率は 100 パーセントを維持しています。しかし、地域等によって代診医

の派遣依頼実績に偏りが生じているため、制度改善や再周知を行い、需要に応じてより容

易に代診医派遣依頼ができるよう見直しを図る必要があります。 

 

（2） へき地医療に関わる医師・看護職員の育成・確保 

○ 今後、増加が見込まれる三重県医師修学資金貸与者および三重大学医学部地域枠学生等が

へき地医療等への志を維持できるよう、継続的な研修等、動機づけの機会が必要です。 

○ 地域医療を担う医療従事者（医師・看護職員）を確保するため、現場見学セミナーや、就

業体験をとおしての進路選択の動機づけを行い、将来地域医療に従事する学生（高校生・

大学生）への支援などを継続的に行っていくことが必要です。 

○ へき地医療に従事する医師のキャリア形成上の不安を解消することが必要です。このため、

三重県地域医療研修センター*（METCH）や三重県地域医療支援センター、三重大学医学部、

県内の臨床研修病院、市町等の関係機関等が連携し、医学生や研修医を対象とした卒前・

卒後を通じて一貫したへき地を含む県内医療機関等でのキャリア形成支援を行うことが必

要です。 

○ へき地医療では、保健福祉、在宅医療、救急医療、入院治療などさまざまな対応が求めら

れるため、柔軟で幅広い対応のできる医師の育成が重要です。また、地域包括ケアシステ

ムを推進するため、医療・介護・福祉等の多職種連携の重要性について意識を高め、地域

医療教育の充実に取り組んでいくことも必要です。 

 

 

３．めざす姿と施策の展開  

（1） めざす姿 

 へき地において必要な医療の提供を受けられる体制が確保されています。 

○ へき地診療所に必要な医師が確保され、診療所運営の維持・管理ができるように、へき地

医療を「点から面で支える」体制を整備することで、地域住民の健康を守るために必要な

医療提供体制が確保されています。 

○ へき地医療を担う新たな医療従事者の確保・育成を図るため、へき地医療教育に必要な体

制や、へき地で勤務する医師のキャリア形成、宿舎等の生活環境のサポート体制が整備さ

れています。 

 

（2） ロジックモデル 

次ページ参照 



249 

 

（3） 数値目標 

目標項目 目標項目の説明 目標値・現状値 

へき地等への地域枠医師

等の派遣数 

 

【三重県調査】 

へき地の医療機関への地域枠医

師・自治医卒医師の派遣数を年 30

人とすることを目標とします。 

（毎年 4月 1日時点での派遣数） 

 

目 標 

30人 

現 状(R4) 

26人 

へき地診療所からの代診

医派遣依頼応需率 

 

【三重県調査】 

へき地診療所からの代診医派遣依

頼件数に対する派遣件数の割合を

100％に維持することを目標とし

ます。 

 

目 標 

100％ 

現 状(R4) 

100％ 

三重県地域医療研修セン

ター研修医受入れ数 

（累計数） 

 

【三重県調査】 

研修医の受入れ人数は、これまで

年平均で約 25人となっています。

研修プログラムの充実と、県内外

への情報発信等により、年平均 30

人の受入れを目標とします。 

目 標 

563人 

現 状(R4) 

353人 

 

（２）ロジックモデル

番号 番号 番号

指標

指標

指標

へき地医療拠点病院の確保

指標

指標

指標

指標 指標

指標

指標

三重県医師修学資
金貸与者数

みえ地域医療メディ
カルスクール・看護
体験参加者数

3

三重県保健師助産
師看護師等修学資
金貸与者数

2

へき地医療を担う医師・看護
職員の育成・確保

三重県地域医療研
修センターでの臨床
研修医受入れ数

2

1

へき地の医療提供体制の維
持・確保

へき地診療所から
の代診医派遣依頼
応需率

へき地診療所設備
整備等の補助実施
数

1

分野アウトカム
（めざす姿）

へき地医療拠点病
院数

将来へき地医療を担う医療
人材の確保

自治医科大学合格
者数

1

へき地において必要な医療の
提供を受けることができる

へき地等への地域
枠医師等派遣数※

具体的施策
（アウトプット）

へき地診療所の確保と支援
（オンライン診療体制整備を
含む）

へき地診療所数

中間アウトカム

※従事義務の下、次の医療機関で常勤
する地域枠医師と自治医科大学卒業医
師（キャリアサポート適用者を含む）の合
計
・へき地、および、医師少数区域に所在
する医療機関への派遣が対象
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（4） 取組内容 

取組方向１：へき地の医療提供体制の維持・確保 

○ へき地医療拠点病院を指定し、へき地医療支援機構の調整のもと、巡回診療やへき地診療

所からの代診医派遣要請および在宅診療・訪問看護等のニーズへの対応を行うとともに、

へき地医療拠点病院および協力医療機関、協力医師の増加に努めます。また、へき地医療

拠点病院の主たる３事業である巡回診療、医師派遣、代診医派遣については、実績の向上

と平準化に向けて、連携強化を図ります。また、代診医派遣制度の再周知を行うなど、需

要に応じてより容易に代診医派遣依頼ができる環境整備に努めます。(医療機関、県) 

○ へき地医療拠点病院およびへき地診療所の施設や設備の整備、運営に対する支援を引き続

き行います。(市町、県) 

○ 「三重医療安心ネットワーク」等を活用して、医療機関の間で診療情報を円滑にやり取り

できるようにすることで、へき地においても、病病連携*・病診連携をさらに推進します。

(医療機関､県) 

○ 三重県全域の三次救急医療体制の充実を目的に導入した県のドクターヘリについて、へき

地等においてもより一層効果的な活用を図ります。 (医療機関、市町、県) 

○ へき地での在宅訪問歯科診療の充実をめざして、県および郡市歯科医師会と連携し、歯科

医療関係者への研修および在宅歯科診療の設備整備などを支援し、安全・安心な歯科医療

提供体制の整備を推進します。(医療機関、歯科医師会、市町、県) 

○ へき地診療所運営維持・確保のため、複数医師による医療チームを編成し、複数診療所を

管理する体制の整備等、地域医療を「点から面で支える」体制について、関係機関と連携

や支援を行います。（医療機関、医師会、市町、県） 

○ 患者の受診機会の確保等のため、県内へき地に適したオンライン診療のモデルを構築する

こと等により、へき地診療所を有する市町や医療機関におけるオンライン診療の導入に向

けた検討・支援を行います。(医療機関、市町、県) 

 

 

  



251 

取組方向２：へき地医療を担う医師・看護職員の育成・確保 

○ 医師無料職業紹介事業（おいないねっと・みえ医師バンク）等の取組を通じて、へき地医

療機関に従事する医師の確保に努めます。(医療機関、県) 

○ 臨床現場から離れている看護職員の復職を支援するために、就業に結びつけるための情報

提供の充実や、就業支援の取組を進めます。(医療機関、看護協会、市町、県) 

○ 高校生を対象に、医学を志す生徒への動機づけ・啓発として「みえ地域医療メディカルス

クール」を引き続き実施し、より一層の充実を図ります。(医療機関、教育機関、県) 

○ 看護体験や出前授業、「みえ看護フェスタ」等の取組を通じて、地域医療をめざす中高校生

への動機づけを引き続き実施します。(医療機関、看護協会、県) 

○ 自治医科大学において、へき地医療を担う医師を養成します。(県) 

○ 三重大学医学部医学・看護学教育センターや関係機関と協働し、三重大学医学部医学生へ

の地域における学習、実習機会の提供を継続的に実施し、へき地医療や地域包括ケアシス

テムを推進するための多職種連携の重要性について意識を高めるとともに、へき地等地域

医療に従事する動機づけを行っていきます。 (医療機関、三重大学、市町、県) 

○ 医学生、若手医師を対象に、三重県地域医療研修センター（METCH）における地域医療の現

場での実践的な研修を提供するとともに、連携して受入れを行う医療機関の拡充を図り、

将来的にへき地等地域医療を担う医師を育成します。(医療機関、県) 

○ 総合診療医や総合内科医等の育成を通じて、へき地を含む地域の医療機関で従事する医師

の確保・育成を支援します。（県、三重大学、医療機関） 

○ 地域包括ケアシステムを推進するため、プライマリ・ケアを実践できるプライマリ・ケア

エキスパートナースを育成します。 

○ 地域医療の担い手の育成・定着促進を目的として、自治医科大学卒業医師の義務年限終了

後のキャリアサポート制度の充実と利用促進を図ります。(県) 

○ 三重県地域医療支援センターと三重県へき地医療支援機構が十分に連携を図り、へき地等

に勤務する若手医師のキャリア形成を支援し、医師の確保・定着を進めます。（県、三重大

学、医療機関） 

○ キャリア形成プログラムに基づき、地域枠医師等の派遣調整を行うことで、へき地におけ

る医師確保と医療体制の充実を図ります。（県、三重大学、医療機関） 

○ 地域枠医師等を対象とするキャリア形成卒前支援プランに基づき、三重大学医学部医学・

看護学教育センターや医療機関と連携し、へき地医療体験実習等を行います。（県、三重大

学、医療機関） 
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